
研究制度評価個票（事前評価） 

研究制度名 みどりの食料システム戦略実現技

術開発・実証事業のうちスマート

農業の総合推進対策（拡充） 

担当開発官等名 研究推進課 

連携する行政部局 大臣官房政策課技術政策室  

農産局技術普及課、園芸作物課、穀

物課、農業環境対策課 

経営局就農女性課 

研究期間 Ｒ４～Ｒ７（４年間） 

うち拡充分R６～R７（２年間） 

総事業費 24.0億円（見込） 

うち拡充分0.8億円 

研究制度の概要 

政策目標「2025年までに農業の担い手のほぼすべてがデータを活用した農業を実践」を達成するため、

令和４年度から５年度にかけて、①スマート農業の社会実装を加速化するために必要な技術の開発や現

場実証等及び、②スマート農業を普及させるための環境整備の２つを事業の大きな柱として総合的に取

り組んできたところ。 

令和６年度においては、さらなるデータの活用を進めるため、評価の対象となる研究制度として、②

の環境整備のうち「農林水産データ管理・活用基盤強化」について、令和５年度までの取組に加え、オ

ープンAPI（※１）等の整備・活用による新たなサービスの開発・普及等を支援するための拡充を行

う。 

１．研究制度の主な目標（アウトプット目標） 

中間時（５年度目末）の目標 最終の到達目標 

【当該事業】 

農業データ連携基盤の利用者数100社（令和６年度） 

２．事後に測定可能な研究制度のアウトカム目標（令和７年度） 

【施策全体のアウトカム】農業の担い手のほぼ全て(80％)がデータを活用した農業を実践（令和７年

度） 

 農林水産データ管理・活用基盤強化事業において整備したAPIの大半は農業データ連携基盤に公開さ

れ、当該基盤を通じて提供されるデータが充実することから、基盤の利用者（ICTベンダー等）の増加

につながるため、農業データ連携基盤の利用者数の増加を当該事業のアウトプットとして設定してい

る。 

拡充部分はこれまでに整備してきたAPI等を活用し、データ連携による新たなサービス開発・実証を通

じてデータ活用の有効性を示すものであり、これによりサービス事業体の育成・機能強化が図られ、サ

ービス事業体（※２）を利用する農業者もデータを活用した農業が可能となることから、当該事業の効

果のほか、他事業の効果等も併せて、最終的に施策全体のアウトカムの実現に貢献すると考えられる。 

【項目別評価】 

１．農林水産業・食品産業や国民生活のニーズ等から見た研究制度の重要性 ランク：Ａ

①農林水産業・食品産業、国民生活の具体的なニーズ等から見た重要性

我が国の農業の成長産業化を図るためには、ロボット・AI・IoT等の先端技術を活用したスマート農

業を実現させ、労働力不足の解消や生産性の飛躍的な向上による農業者の所得向上を図ることが急務で

ある。スマート農業の社会実装を加速化するため、生産現場における先端技術の導入・実証を行い、そ

の成果を広く発信するとともに、実装・普及に向けて環境整備や各種支援を総合的に推進することが重

要である。 

特に、生産現場におけるデータの活用については、これまで、農業分野におけるデータ連携・共有に

向けたルール策定等の環境整備、異なる種類・メーカーの機器等から取得されるデータの連携実証及び

農業データの川下とのデータ連携実証等に取り組んできたところであるが、これらに加えて、令和６年



 
 

 

 

 

 

 

 

度事業から拡充して行う取組は、食料・農業・農村政策の新たな展開方向（令和５年６月２日）等にも

位置付けられているサービス事業体の育成・機能強化をこれまでに整備してきたオープンAPI等を活用

して進めるものであり、オープンAPIを活用したサービスが開発され、普及していけば、さらにデータ

活用の機運が高まり、農業の生産性向上・農産物の安定供給の確保等につながると期待されていること

から、農林水産・食品産業や国民生活からみて非常にニーズが高いといえる。 

 

②研究制度の科学的・技術的意義 

上記のとおり、スマート農業については社会実装のさらなる加速化を図ることが急務な状況にある。

本事業により、生産現場におけるデータ活用が推進されれば、現場からのフィードバックにより再帰的

に技術が向上する好循環が図られることとなり、科学的・技術的意義の高い事業である。 

 

２．国が関与して研究制度を推進する必要性 ランク：Ａ 

①国自ら取り組む必要性 

スマート農業は農業と情報工学やロボット工学といった他分野との融合という、全く新しい領域であ

り、また、他産業と比べて市場規模が小さいことや生産環境によって営農体系が異なること等から、地

方自治体の試験研究機関や民間単独では実用化に向けた研究開発・実証を進めることは難しい。 

特に、オープンAPI等の整備は、これまで手を付けてこなかった新しい分野であり、今後、オープン

API等の整備・活用を図るには、あらゆる農機・機器メーカーやICTベンダー、業界団体、研究機関等の

間の連携調整が必須である。このため、国のリーダシップの下、関係者の結集を図り、協調データ項目

の特定・拡大、データ形式の標準化、データの利用権限等の取扱いルールの策定等、データ活用のため

の環境の整備に取り組むことが必要である。 

 

②他の制度との役割分担から見た必要性 

農業従事者の大幅減少が予想される中、食料の安定供給に向けて生産力を維持するためには、スマー

ト農業技術の導入による省力化や単収向上等により生産性の飛躍的向上が急務である。 

これまで、機械化が先行している水田作では様々なスマート農業技術の開発・実証が進められてきた

が、野菜・果樹・畜産等の品目・分野では依然として人手に依存した作業も多く、生産性を飛躍的に向

上させるためには開発すべき技術が多く残されているほか、既に開発された技術についても、低価格化

などの費用対効果の向上が求められている状況にある。 

また、スマート農業の社会実装を円滑に進めるためには、こうした技術開発・改良だけでなく、スマ

ート農業に関する農業者等への教育やデータを自由自在に活用できる環境の整備、農業者への情報提供

・相談体制の構築等の環境整備を併せ行う必要がある。 

オープンAPI等の整備・活用を進める取組は他の事業制度にはなく、本取組がなければオープンAPI等

の整備・活用の進展は望めない。今後、さらに農業分野におけるデータ活用を進めていくためには、過

年度の事業で検討したオープンAPIのユースケースを実現し、オープンAPIを活用したデータ連携の有効

性を示すことが重要であるが、そのためには、これまでに開発したオープンAPI等を活用した新たなサ

ービスの開発・普及をさらに進めていく必要がある。 

 

③次年度に着手すべき緊急性 

「2025年（令和７年）までに農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践」の政策目標を

達成するためには、スマート農業の社会実装の加速化が急務であり、スマート農機等から取得したデー

タの活用が進んでいない現状を鑑みれば、データ連携による新たなサービス開発・実証を通じて、デー

タ活用の有効性を早急に示す必要がある。このことから、本件は政策目的の達成手段として必要かつ適

切で、緊急性のある取組である。 

 

３．研究制度の目標（アウトプット目標）の妥当性 ランク：Ａ 

【農林水産データ管理・活用基盤強化】 

①研究制度の目標（アウトプット）の明確性 

  当該事業の目標である「農業データ連携基盤の利用者数」は、「農業データ連携基盤」の運営主体で

ある（国研）農業・食品産業技術総合研究機構によって把握され、農林水産省ホームページの「農業デ

ータの利活用の推進について」において公表されている。当該事業は、オープンAPI等の整備・活用に

より、生産現場におけるデータの活用をさらに進めることを目的としており、「農業データ連携基盤の

利用者数100社（令和６年度）」という目標は明確である。 

 

 



②研究制度の目標（アウトプット）とする水準の妥当性

生産現場におけるデータの活用を進めることが急務である中、本事業はオープンAPI等の整備・活用

を推進し、サービス事業体の提供サービスを向上させることにより、より多くの農業者によるデータの

活用をさらに進めるものである。本事業で整備されたAPIの大半は農業データ連携基盤に公開され、当

該基盤を通じて提供されるデータが充実することから、基盤の利用者（ICTベンダー等）の増加につな

がるため、農業データ連携基盤の利用者数の増加を当該事業の目標として設置することは妥当である。 

③研究制度の目標（アウトプット）達成の可能性

本事業で整備されたAPIの大半は農業データ連携基盤に公開され、当該基盤を通じて提供されるデー

タが充実することから、基盤の利用者（ICTベンダー等）の増加につながるため、農業データ連携基盤

の利用者100社とした目標の達成は十分可能と考えられる。

４．研究制度が社会・経済等に及ぼす効果（アウトカム）の目標の明確性 ランク：Ａ

【農林水産データ管理・活用基盤強化】 

①社会・経済への可能性（アウトカム）の目標及びその測定指標の明確性

施策全体の目標である「農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践」は農林業センサス

等により割合を算出することが可能であることから、指標は明確である。また、当該事業は、データ連

携による新たなサービス開発・実証を通じてデータ活用の有効性を示すことで、これによりサービス事

業体の育成・機能強化が図られ、サービス事業体を利用する農業者もデータを活用した農業が可能とな

ることから、アウトカム目標に貢献することも明確である。 

 なお、現在、営農支援システム（※３）を活用していない者の半数以上が、今後、データを活用する

意向がある（「令和２年度 食料・農林水産業・農山漁村に関する意識・意向調査」（令和３年６月農

林水産省））こと、農業法人のうち、ITツールを活用している者の割合が約８割（「2022年度版農業法

人白書」（令和５年５月公益社団法人日本農業法人協会））であることから目標は達成可能である。 

②研究成果の活用方法の明確性（事業化・実用化を進める仕組み等）

当該事業では、開発・改良したAPI等を活用して、既に実用化されている営農管理ソフト等の改良等

を支援するものであり、成果の活用方法は明確である。また、事業成果を広く普及・啓発に努めること

としており、成果の活用・普及が見込まれる。 

５．研究制度の仕組みの妥当性 ランク：Ａ

【農林水産データ管理・活用基盤強化】 

①制度の対象者の妥当性

対象者の選定に当たっては、生産者やメーカー、サービス事業体、研究機関等が集まったコンソーシ

アムを対象に公募を行い、外部専門家等で構成された審査委員会による厳正な審査を行うなど、十分に

評価を得られた者を対象とすることで、適切な対象者を選定可能と考えている。

②進行管理（研究課題の選定手続き、評価の実施等）の仕組みの妥当性

毎年度、成果報告書を提出させ、外部専門家等で構成された評価委員会によって評価を実施し、次年

度の実証計画・予算額に反映させることとしており、妥当である。 

③投入される研究資源の妥当性

採択審査の際には、本事業の趣旨に照らして真に必要な経費に限定する。また、年度毎の実績報告に

おいて必要な経費として認めるか否かを証拠書類等で確認し、不適切な使途があった場合は、事業費の

返還を求めることとすることから、投入される研究資源は妥当である。  

【総括評価】 ランク：Ａ

１．研究制度の実施（概算要求）の適否に関する所見 

・これまでのデータの収集や環境整備に加えAPIを活用することにより、幅広い業種の事業者が自由

に必要なデータを利用でき、より一層成果を高めることができるため極めて重要である。 



２．今後検討を要する事項に関する所見 

・利害の異なる団体が利害を超えてサービス事業体を形成するということはチャレンジングな目標で

あることを認識し、様々な団体の参画・連携ができるようなインセンティブを高める制度設計が求め

られる。

・データ連携については、連携基盤の構築だけでなく、多様な生産基盤に対応した評価や診断技術の

向上を期待する。

・農業教育については、農業法人を含めた現場の知識やノウハウが活用できるよう期待したい。



スマート農業の総合推進対策 

 
用  語 

 
用 語 の 意 味 

※ 
番号 

API 
Application Programming Interfaceの略。複数のアプリ等を接続(連携)する

ために必要な仕組みのこと。 

１ 

サービス事業体 
委託を受けて農作業を行う事業所(農業事業体を除き、専ら苗の生産及び販売

を行う事業所を含む。) 

２ 

営農支援システ
ム 

パソコン・タブレット・スマートフォン等で作業計画・実績を記録し、記録し

た情報をもとに、生産コストの見える化や栽培計画・方法の改善、収量予測等

に活用できるサービス。 

（例：KSAS（クボタ）、アグリノート（ウォーターセル）など） 

３ 

 

 



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．スマート農業社会実装加速化のための技術開発・実証

スマート農業の社会実装を加速化するため、必要な技術の開発や現場実証等を行
います。

① 次世代スマート農業技術の開発・改良・実用化
② 戦略的スマート農業技術の実証・実装
③ ペレット堆肥活用促進のための技術開発・実証

２．スマート農業普及のための環境整備
スマート農業を普及させるための環境整備を行います。
① 農林水産データ管理・活用基盤強化
② データ駆動型農業の実践・展開支援事業
③ 農林水産業におけるロボット技術安全性確保策検討
④ データ駆動型土づくり推進
⑤ スマート農業教育推進

【令和6年度予算概算要求額 3,229（1,196）百万円】

＜対策のポイント＞
スマート農業の社会実装を加速するため、必要な技術開発・実証やスマート農業普及のための環境整備等について総合的に取り組みます。

＜事業目標＞
農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践［令和７年まで]

＜事業の流れ＞

国

（国研）農業・食品産業
技術総合研究機構

交付（定額） 民間団体等
(公設試、大学を含む)

委託
（１の事業）

技
術
開
発
・
実
証

実
装
・
普
及
に
向
け
た
環
境
整
備

１．スマート農業社会実装加速化のための技術開発・実証

スマート農業の社会実装・実践

２．スマート農業普及のための環境整備

④ AIによる土壌診断
技術の開発

土壌診断の実施

③

遠隔監視による自動走行
の安全技術等の検証

安全性確保策
の検討

自動走行農機 有識者委員会①
スマート農機

営農管理ソフト

データ連携に向けた
環境整備

オープンAPI

②② データ活用の
体制づくりを支援

産地による
データ駆動型
農業の実践

環境モニタリング
装置等

改善効果の検証

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究推進課（03-3502-7462）

定額
民間団体等 （２②の事業の一部）

定額 民間団体等
（公設試、大学を含む）

（２①③の事業）

定額

委託 民間団体等

全国協議会
（２⑤の事業）

（２④の事業）

定額
都道府県 定額、1/2 協議会 （２②の事業の一部）

みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業のうち
1.スマート農業の総合推進対策

①次世代スマート農業技術の
開発・改良・実用化

ペレット堆肥の製造・物流を最適
化するシステムの構築、帰り荷とな
る敷料の探索、現地実証

受発注や物流の
最適化

農業副産物ペレット堆肥 物流の最適化

受注
発注

③ペレット堆肥活用促進のための
技術開発・実証

②戦略的スマート農業技術の
実証・実装

生産現場における技術ニーズや
将来の労働力の状況を見据え、
生産性の飛躍的向上に必要不
可欠なスマート農業技術の開
発・改良・実用化を推進

資材低減効果・労働力削減効
果が期待される先進的なスマー
ト農業技術を実証

両 立

資材・労働力
低減

生産力向上

農薬

(例）摘粒・摘果
自動ロボット

⑤
スマート農業
教材の充実

現役農業者・教員
向けの研修会の開催等



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

人口減少下においても生産力を維持できる生産性の高い農業を実現するため、
生産現場における技術ニーズを踏まえつつ、生産性の飛躍的向上に資する、
以下のようなスマート農業技術の開発・改良を推進します。

○現場ニーズが高いものの、技術的障壁が高いため、開発が遅れている

品目・分野における新技術の開発

○現場への実装、実用化を加速するための既存技術の汎用化・低コスト化等の改良

○スマート農機が稼働しやすい栽培体系への転換 等

①次世代スマート農業技術の開発・改良・実用化 【令和6年度予算概算要求額 2,050（250）百万円】

＜対策のポイント＞
人口減少下における将来の労働力の状況を見据え、生産性の飛躍的向上に必要不可欠なスマート農業技術の開発・改良・実用化を推進します。

＜事業目標＞
生産性の飛躍的向上に資するスマート農業の技術開発・改良・栽培体系への転換について、実用化が有望な技術を8以上開発。［令和8年度まで］

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究推進課（03-3502-7437）

スマート農業社会実装加速化のための技術開発・実証

国 （国研）農業・食品産業
技術総合研究機構

交付
（定額） 委託

〇 スマート農機が稼働しやすい栽培体系への転換
（例）

民間団体等
（公設試、大学を含む）

圃場・作物からのアプローチ

機械やソフトの開発や改良
〇 現場ニーズが高いものの、技術的障壁が
高いため、開発が遅れている品目・分野における
新技術の開発

〇 現場への実装、実用化を
加速するための既存技術の
汎用化・低コスト化等の改良

〇まっすぐ立っていない、サイズがバラバラであるため、
自動収穫機では収穫ロスが発生

〇産地間で畝幅が異なり、収穫機が入れない

〇育ち方が均一になるような品種選択や栽培管理
〇畝幅を収穫機に合わせるとともに、収穫機が

ターンする場所も確保

車輪と畝幅が合わず、
隣りの畝のキャベツを踏みつぶしそう

球数は少し減るけど、
機械作業で効率化すれば

コスト削減や規模拡大できるね

（例）

汎用化株間除草ロボット

摘粒・摘果
自動ロボット

（例）
改良

自律型除草ロボット

主に条播作物に対応 他品目にも
適応可能にする

https://www.bing.com/ck/a?!&&p=d02aee5b41bed956JmltdHM9MTY4OTEyMDAwMCZpZ3VpZD0wMTYyN2JmOS0yMDY0LTY2ODItMGZhMC02OWJhMjFkNzY3OWYmaW5zaWQ9NTUzMg&ptn=3&hsh=3&fclid=01627bf9-2064-6682-0fa0-69ba21d7679f&u=a1L2ltYWdlcy9zZWFyY2g_cT3jgYTjgonjgZnjgajjgoQg5Y-O56mrJkZPUk09SVFGUkJBJmlkPUM2MkUxNTczMjY3QjYzM0I2QTg5QjA1MDYzNkZDMDJCRTA1M0IyNjA&ntb=1
https://www.bing.com/ck/a?!&&p=d02aee5b41bed956JmltdHM9MTY4OTEyMDAwMCZpZ3VpZD0wMTYyN2JmOS0yMDY0LTY2ODItMGZhMC02OWJhMjFkNzY3OWYmaW5zaWQ9NTUzMg&ptn=3&hsh=3&fclid=01627bf9-2064-6682-0fa0-69ba21d7679f&u=a1L2ltYWdlcy9zZWFyY2g_cT3jgYTjgonjgZnjgajjgoQg5Y-O56mrJkZPUk09SVFGUkJBJmlkPUM2MkUxNTczMjY3QjYzM0I2QTg5QjA1MDYzNkZDMDJCRTA1M0IyNjA&ntb=1
https://www.bing.com/ck/a?!&&p=d02aee5b41bed956JmltdHM9MTY4OTEyMDAwMCZpZ3VpZD0wMTYyN2JmOS0yMDY0LTY2ODItMGZhMC02OWJhMjFkNzY3OWYmaW5zaWQ9NTUzMg&ptn=3&hsh=3&fclid=01627bf9-2064-6682-0fa0-69ba21d7679f&u=a1L2ltYWdlcy9zZWFyY2g_cT3jgYTjgonjgZnjgajjgoQg5Y-O56mrJkZPUk09SVFGUkJBJmlkPUM2MkUxNTczMjY3QjYzM0I2QTg5QjA1MDYzNkZDMDJCRTA1M0IyNjA&ntb=1


＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

戦略的スマート農業技術の実証・実装
海外依存度の高い農業資材や労働力の削減、自給率の低い作物の生産性向

上等を目指す取組の実証を行います。

②戦略的スマート農業技術の実証・実装（継続課題の要求） 【令和6年度予算概算要求額 510（ー）百万円】
＜対策のポイント＞

海外に依拠するところの大きい我が国の食料供給の安定化を図るため、海外依存度の高い農業資材や労働力の削減、自給率の低い作物の生産性向上
等、必要な技術の実証に取り組むことで生産現場のスマート化を加速します。

＜政策目標＞
農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践［令和7年まで］

＜事業の流れ＞

国 （国研）農業・食品産業
技術総合研究機構

交付
（定額） 委託

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究推進課（03-3502-7437）

スマート農業社会実装加速化のための技術開発・実証

民間団体等
（公設試、大学を含む）

マルチスペクトル
カメラ

ドローンによるセンシング
「ほ場内のNDVI(生育)のバラつき」をマップ化

従来のセンシングによる肥料不足箇所の特定に加え、当該箇所の土壌診断
データを加味することで、肥料成分ごとの必要量を正確に把握したうえで
の可変施肥が可能となり、収量の向上と余分な肥料投与の抑制を両立。

土壌診断
データを加味

リン過剰！

日照不足！
窒素不足！

「何らか」の
理由で生育不足

「スマート農業」の社会実装による食料供給の安定化

〇実証するスマート農業技術のイメージ



③ペレット堆肥活用促進のための技術開発・実証（継続課題の要求）【令和6年度予算概算要求額 70（70）百万円】
＜対策のポイント＞

「みどりの食料システム戦略」のKPI目標達成に向け、畜産業が盛んな地域に偏在しがちな家畜排せつ物を原料とした堆肥の有効活用を進めるため、ペレット
堆肥の効率的流通を推進します。

＜政策目標＞
輸入原料や化石燃料を原料とした化学肥料の使用量を30%削減［2050年まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

広域的な耕畜連携のための流通最適化にかかる開発・実証
ペレット堆肥の活用による広域的な耕畜連携を推進するため、原料堆肥を供給す

る畜産農家、ペレット化施設、耕種農家との間での効率的な製造・物流システムの
構築や、ペレット堆肥の帰り荷として用いる敷料探索等、現場での技術開発・実証
を推進します。

＜事業の流れ＞

スマート農業社会実装加速化のための技術開発・実証

国 （国研）農業・食品産業
技術総合研究機構

交付
（定額） 委託

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究推進課（03-3502-7437）

余った堆肥は
どうしよう…

発注

農業副産物等ペレット
堆肥

ペレット化

受注
受発注や物流の

最適化

物流効率を上げるための
帰り荷（畜産農家で用い
る敷料等）の探索

原料堆肥や耕種農家のニーズを
踏まえ、ペレット堆肥の製造・物
流を最適化するシステム開発

近隣の
耕種農家

遠隔地の
耕種農家

【畜産業が盛んな地域】

【堆肥が不足している農業地域】

広域流通の
実証試験

民間団体等
（公設試、大学を含む）



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．オープンAPI等の整備
① オープンAPI等による機器間連携実証

営農の高度化に資するよう異なる種類・メーカーの機器・システムから取得される
データの連携実証を実施します。

② 農業データ連携・共有のための環境整備
農機・機器メーカーやICTベンダー、業界団体、研究機関等が行う農業データを

連携・共有するための
・協調データ項目の特定・拡大、データ形式の標準化
・データの利用権限等の取扱いルールの策定

等の環境整備を支援します。

２．農業データの川下とのデータ連携実証
農業データの川下との連携による付加価値の創出や環境に配慮した取組の

見える化等についてデータ連携基盤を活用した実証を実施します。

３．オープンAPI等を活用したサービス事業体の育成・機能強化
オープンAPI等を活用して、データ連携を行うことで、サービス事業体の提供サービス

を向上させる取組を支援します。

①農林水産データ管理・活用基盤強化 【令和6年度予算概算要求額 173（150）百万円】

＜対策のポイント＞
さらなるデータの活用を進めるため、①異なる種類・メーカーの機器やシステムから取得されるデータの連携実証、②農業データの川下とのデータ連携、③オープ

ンAPI等を活用したサービス事業体の育成・機能強化を支援し、農業現場における生産性の向上や環境に配慮した農業生産の実現を目指す。

＜政策目標＞
農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践［令和7年まで］

＜事業の流れ＞

国
定額

［お問い合わせ先］大臣官房政策課技術政策室（03-6744-0415）

スマート農業普及のための環境整備

（１、２、３の事業）

【オープンAPI等の整備】 【農業データの川下とのデータ連携実証】

データ連携基盤

民間団体等
（公設試、大学を含む）

作業ログ

営農情報を活用した
環境配慮の見える
化による差別化 等

＜実証の例＞

・・・

①連携する
機器の拡充

②協調データ項目の特定・拡大、
データ形式の標準化

営農管理システム

【オープンAPI等を活用したサービス事業体の育成・機能強化】

【現状】
ドローンを用いた単純な作業
受託型のサービスを提供
（追肥作業、防除作業）

収量データを営農管
理システムに連携

収量データや衛
星画像に基づ
き施肥作業等
を実施

サービス事業体に営農管理システ
ムを導入し、オープンAPI等を活用
してデータを連携させ、サービス事
業体の提供サービスを向上
（単純な施肥 → 可変施肥等）

【事業実施後の姿】

スマート農業の総合推進対策

データ取得
可能な農機
を必要に応
じて貸出

http://2.bp.blogspot.com/-RA_r9EVIbto/Ur1Hh8V6SRI/AAAAAAAAciE/UFlqD_v-9nM/s800/hatake.png


＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．データ駆動型農業の実践体制づくり支援
施設園芸産地を中心として、データに基づき栽培技術・経営の最適化を図

る「データ駆動型農業」の実践を促進するため、産地としての取組体制の構
築、データ収集、分析機器の活用、新規就農者の技術習得等を支援しま
す。

２．スマートグリーンハウス展開推進
従来型の既存ハウスからデータ駆動型の栽培体系への転換や、化石燃料

の使用量削減に資する施設園芸への転換に係る事例収集、課題・ノウハウ
の整理、更なる低コスト化の検討、農業者への情報発信等の取組や、海外
等においてスマート技術を含む施設園芸の現地生産に取り組むにあたり、課
題となりやすいポイントごとに、本格的な事業化に先立った事業化可能性調
査を支援することにより、スムーズかつ低リスクな事業化を推進します。

②データ駆動型農業の実践・展開支援事業 【令和６年度予算概算要求額 213（173）百万円】

＜対策のポイント＞
データに基づき栽培技術・経営の最適化を図る「データ駆動型農業」の実践及び施設園芸における化石燃料使用量削減に向けた取組を促進するため、デー

タ駆動型農業の実践体制づくりやデータ駆動型農業および化石燃料使用量削減に資する施設園芸への転換に係る事例収集やノウハウの整理・横展開、
海外等におけるスマート技術を含む施設園芸の現地生産に係る事業化可能性調査を支援します。

＜政策目標＞
農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践［令和７年まで］

［お問い合わせ先］（１の事業）農産局園芸作物課（03-3593-6496）
穀物課 （03-6744-2108）

（２の事業） 園芸作物課（03-3593-6496）

＜事業の流れ＞

担
い
手
に
よ
る
「
デ
ー
タ
駆
動
型
農
業
」
の
実
践

データ フル活用の体制づくり
 農業者・企業・普及組織等による体制構築
 データ収集・分析機器の活用
（環境モニタリング、環境制御、データに基づく施肥技術）
 新規就農者の技術習得
 既存ハウスのリノベーション 等

スマートグリーンハウス展開推進
データ駆動型農業の実践及び化石燃料使用量削減に係る

課題・ノウハウの整理、更なる低コスト化の検討、情報発信
海外等におけるスマート技術を含む施設園芸の現地生産の

事業化可能性調査

開発
実証 新技術実装に向けた産地の体制づくり

実
用
化
段
階
に
あ
る
新
技
術

スマート農業の総合推進対策 スマート農業普及のための環境整備

国

民間団体等

都道府県 協議会
定額 定額、1/2

定額

（１の事業）

（２の事業）



＜対策のポイント＞
農業機械の自動走行など生産性の飛躍的な向上につながる先端ロボットの現場実装を実現するため、安全性確保策の検討を推進します。

＜政策目標＞
農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践［令和７年まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

遠隔監視によるロボット農機の自動走行システムの実用化・現場実
装に向けて、

① 遠隔監視による自動走行（ほ場間移動を含む）を安全に行うため
に必要な技術等の検証

② 上記の検証結果等に基づいて実施する、遠隔監視で用いるロボット
農機の現場実装に際して必要な安全性確保策の検討

等の取組を支援します。

［お問い合わせ先］農産局技術普及課（ 03-6744-2111）

③農林水産業におけるロボット技術安全性確保策検討 【令和６年度予算概算要求額 50（50）百万円】

スマート農業普及のための環境整備

現場実装に向けた技術開発が進行中
↓

現場実装に向けては、安全技術等の検証
及び安全性確保策の検討が必要

遠隔監視によるロボット農機の自動走行システム

【ロボット農機の機能】
・ 無人で自動走行、作業（ほ場間移動を含む）
・ 周囲を監視し、人や障害物等を検知
・ 非常時には、周囲への警告や自動停止を実施
【使用者の役割】
・ ロボット農機を遠隔監視

ロボット農機（無人） 使用者

遠隔通信

安全性確保策の検討

〇 有識者（メーカー、大学、生産者、研究者等）
を招へいして検討委員会を設置

〇 遠隔監視で用いるロボット農機に必要な
安全性確保策を検討し、ガイドライン改正
等の取組を推進

作業中のほ場
隣接する
ほ場

遠隔監視による自動走行を安全に行うため
に必要な要件を現場で検証
●ロボット農機の安全機能等
●ほ場、進入退出口、道路、通信環境等

自動走行のための安全技術等の検証

無線通信で
遠隔監視等

衛星測位で
自動走行

ロボット農機(無人)

ほ場間
道路

作業中のほ場
移動先の

ほ場

＜事業の流れ＞

国 民間団体等
（公設試、大学を含む）

定額

安全性確保
ガイドライン



＜対策のポイント＞
堆肥の施用量の減少等により、農地土壌の劣化がみられる中、簡便な処方箋サービスの創出に向けたAIによる土壌診断技術の開発、実証等を支援し、科
学的データに基づく土づくりを推進する環境を整備します。

＜事業目標＞
AIによる土壌診断技術の開発［令和7年度まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

みどりの食料システム戦略において化学肥料の低減が求められている中で、適切な土
壌管理に基づく土づくりの推進のため、現場で実用可能な土壌診断技術の創出を支
援します。

AIによる土壌診断技術の開発
収量向上等に向けた土壌診断を通じた土づくりの取組拡大を図るため、土壌分

析・診断の実施と改善効果の検証を実施し、これらの土壌診断結果を土壌診断
データベースへ蓄積するとともに、簡便な処方箋サービスを創出するためのAIによる
土壌診断技術の開発、実証等の取組を支援します。

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］農産局農業環境対策課（03-3593-6495）

④データ駆動型土づくり推進 【令和6年度予算概算要求額 124（124）百万円】

スマート農業普及のための環境整備

国 全国協議会

定額 産地・農業者
診断結果・処方箋に基づく土づくりにより
収量など農業生産性が向上！

科
学
的
デ
ー
タ
に
基
づ
く

土
づ
く
り
を
推
進
す
る
環
境
を
整
備

土壌診断・
改善結果 土壌診断

データベース

営農
指導員

民間
事業者

普及組織
公設試

全国協議会

AIシステム
の設計

AIによる土壌診断技術の開発

改善結果の検証

土壌診断の実施

ベンダー
事業者等

データ蓄積

AIによる
土壌診断技術の開発



＜対策のポイント＞
スマート農業の実装に当たっては、スマート農業機械等を使いこなし、データを経営に活かすことができる人材の育成が重要です。
このため、農業大学校や農業高校等の農業教育機関の学生及び教員、農業者等が、スマート農業について体系的に学ぶことができる環境整備を行います。

＜事業目標＞
全農業大学校でスマート農業をカリキュラム化［令和7年度まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
スマート農業に精通する人材の育成を進めるためには、
・ スマート農業に関心を持つ学生や経営を発展させたい農業者等が、いつでも
誰でもスマート農業について体系的に学習できるようにするとともに、

・ 教育機関の教員が、スマート農業の指導に必要な知識を習得できるように
すること
が必要です。このため、以下の取組を行います。

１．スマート農業拠点校の設置
拠点校（民間教育機関・大学含む）において、モデルとなる最先端のスマート農

業教育カリキュラムを研究・開発し、他の農業教育機関等へ波及します。

２．スマート農業教材の充実
農業教育機関における講義や、学生・生徒の自習に活用できる、スマート農業教

材を作成します。

３．教員向け研修の実施
学生・生徒がスマート農業技術を十分に習得できるよう、教員のスキルアップに資す

る研修を実施します。

４．農業者向け研修の実施
全国の農業者を対象に、最新のスマート農業技術を習得できる研修を実施します。

＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］経営局就農・女性課（03-6744-2160）

⑤スマート農業教育推進 【令和6年度予算概算要求額 40（40）百万円】

スマート農業普及のための環境整備

【内容】
全国の農業者等を対象に、スマート農業につ

いて体系的に学べる研修を展開

４.農業者向け研修

【内容】
スマート農業拠点校を設置し、
モデルとなる最先端のスマート農業教育
カリキュラムを研究・開発

１.スマート農業拠点校の設置

【拠点校】

【内容】
農業大学校や農業高校の教員が、体系的に

学ぶことができる研修を実施

３.教員向け研修

【内容】
オンライン教材等の教育コンテンツを充実

２．教材の充実

国

委託

民間団体等
（公設試、大学を含む）



＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．研究開発

農林水産業・食品産業の持続性を高めるため、国主導で実施すべき重要な
分野について、戦略的な研究開発を推進します。

① みどりの品種開発研究
② 現場ニーズ対応型研究
③ 革新的環境研究
④ アグリバイオ研究
⑤ 地域共創型研究

２．環境整備
研究開発と成果の社会実装を効果的に行えるよう、最新の研究開発動向の
調査やアウトリーチ活動の展開等の環境整備を行います。

① 知財マネジメント強化
② 海外・異分野動向調査
③ みどりの食料システム戦略実現のためのアウトリーチ活動の展開

＜対策のポイント＞
農林水産業・食品産業の持続性を高めるため、スマート農業技術にも対応した品種開発の加速化、農林漁業者等のニーズ、気候変動といった新たな課
題、バイオ技術を活用したイノベーション創出、実需者の需要に応じた産地の形成及び横展開に向けた研究開発を国主導で推進します。また、研究成果の
社会実装に向け、アウトリーチ活動の展開など研究開発環境の整備を実施します。

＜事業目標＞
○ 重要課題に対応する技術を開発し、農林漁業者等がその開発された技術を実践［令和10年度まで］
○ 技術戦略の策定、アウトリーチ活動の展開により、農林水産業・食品産業にイノベーションを創出［令和10年度まで］

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究企画課（03-3501-4609）

みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業のうち
２ 農林水産研究の推進 【令和６年度予算概算要求額 3,612（1,990）百万円】

＜事業の流れ＞

国 民間団体等※
委託

※ 公設試・大学を含む。

知財マネジメント強化

連携研究開発 環境整備

研究成果の効果的な
社会実装に向けた
知財相談対応、
専⾨家派遣等を
実施

知的財産
標準化

専門家による相談対応や
専門家の派遣を実施

みどりの食料システム戦略実現のための
アウトリーチ活動の展開

戦略実現に
不可欠な
先端技術の
社会実装に
向けて、専門家と
国民・関係業界との
サイエンスコミュニケーション等を実施

海外・異分野動向調査

海外・異分野の
研究動向について
市場性やグローバル
ベンチマーク等を
含む調査を実施

研究開発
動向 等

市場性 グローバル
ベンチマーク

みどりの品種開発研究

現場ニーズ対応型研究等

生産性向上と環境負荷低減
を両立し、スマート農業技術
とも連携することにより効果を
最大化する 「みどりの品種」を
開発するとともに、ゲノム編集
等の育種技術を用いて画期
的な形質をもつ育種素材を
開発

地域共創型研究
戦略実現に
不可欠な先
端技術

戦略実現に
不可欠な先
端技術

農林漁業者等のニーズを踏
まえ、早期普及を視野に入
れた、みどりの食料システム戦
略の実現に資する研究開発
等を推進

・「シャインマスカット」等の高収益性ぶどう品種に
おける品質、収量の維持向上技術の構築

・土壌くん蒸剤の使用量低減技術の開発

実需者等の需要に応じた
生産を推進するため、生
産現場で生じている課題
解決に向けて、川上から
川下までが参画して行う
研究開発を推進 水田樹園地化によるスーパー果樹園の創出に

向けた基盤整備および生産・流通体系の構築

専門家による
アウトリーチ活動



 

 

研究制度評価個票（事前評価） 
 

研究制度名 安全な農畜水産物安定供給のため

の包括的レギュラトリーサイエン

ス研究推進事業（拡充） 

担当開発官等名 研究開発官（基礎・基盤、環境）室 

連携する行政部局 消費・安全局食品安全政策課食品安

全科学室 

研究期間 Ｒ２～Ｒ９（８年間） 

（うちＲ６拡充課題はＲ６～Ｒ９

の４年間） 

  

総事業費 54.9億円（見込） 

（うち、拡充部分6.3億円）   

研究制度の概要 

 安全な農畜水産物・食品を国内外に安定供給するためには、食品中に含まれる有害化学物質※１・有害

微生物※２、動物の伝染性疾病や植物の病害虫に関するリスク管理※３を、科学的知見に基づいて効果的

・効率的に実施していくことが必須である。 

 本事業では、食品安全、動物衛生、植物防疫等の分野において、適切なリスク管理措置等を講じるた

め、行政施策・措置の検討・判断に利用できる科学的知見を得るための研究（レギュラトリーサイエン

ス※４に属する研究）を実施する。 

 具体的には、国がリスク管理を行っていくにあたって必要な研究課題を、規模や実施期間に応じて以

下の２タイプ（１ 課題解決型プロジェクト研究、２ 短期課題解決型研究）に分類して実施し、その

成果を行政施策・措置の科学的根拠として利用する。 

 

１ 課題解決型プロジェクト研究（研究費：課題ごとに設定、研究実施期間：原則５年間） 

 （概要） 

シーズ研究から応用・開発まで、我が国の研究勢力を結集して総合的・体系的に推進すべき長期的

視点が求められる大規模な研究を実施。 

 

＜具体的な研究プロジェクト＞ 

ア 持続可能な農林水産業推進とフードテック等の振興に対応した未来の食品安全プロジェクト(拡充) 

 （概要） 

地球温暖化により生産環境が変化する中、国内では問題とされていなかったかび毒※５や海産毒※６

などのリスク増大と対策の必要性が国際的に認識されているほか、難分解性で動物への蓄積性を示す

有機化合物（PFAS）※７が世界的に新たな問題となっている。また、みどりの食料システム戦略では

「代替肉・昆虫食の研究開発等、フードテック※８の展開」や「飼料の代替としての新たなタンパク

資源の利用拡大」を掲げており、こうした新分野の推進に当たっては、産業育成と消費者の健康保護

を両立していくことが重要である。 

このような変化に適時・適切に対応することは、消費者の健康保護に加え、国産食品の国際的な信

頼性、中長期的な食料安定供給に直結する。このため、先手を打って生産管理のための技術開発を進

め、生産現場に導入することにより、安全性対策を強化する必要がある。 

以上を踏まえ、気候変動、温暖化対策を考慮した農産物の安全性担保のための研究、安全な代替タ

ンパク質※９生産等に資する研究開発を令和５年度から実施。 

 

（拡充する理由） 

無機ヒ素についてはコメが主要摂取源の一つであることから、国際基準値が設定されており、各国

の低減対策進展に合わせて、今後国際基準値を見直すことが合意されている状況。消費者の健康保護

や輸出促進の観点から、生産現場で実行可能なコメ中のヒ素濃度低減技術が必要とされる中、有機農

業の推進により、今後、稲わら、堆肥等の有機資材の利用が拡大した場合には、炭素源の供給および

水管理により土壌環境が変化し、無機資材とは異なるヒ素吸収挙動を示す可能性が想定されるため、

ヒ素低減対策を生産現場に普及推進する上で、資材の影響を総合的に解明する研究が必要。 

また、難分解性で動物への蓄積性を示す有機フッ素化合物（PFAS）について、環境水や土壌から農

作物中のPFASの吸収・移行に関する研究を実施中であるが、社会的関心が高まる中、特に移行特性の

高い農作物種の詳細な実態把握を行い、リスク評価や実態に応じたリスク管理措置（汚染防止・低減



 
対策等）の検討に資するデータ収集の充実が必要。 

 

イ 動物衛生対応プロジェクト（拡充） 

 （概要） 

令和２年度より開始した豚熱※10の総合的防除技術の開発、アフリカ豚熱※11ワクチン開発を継続す

るほか、令和５年度から家畜の新興・再興感染症※12の出現に即応できる技術基盤の構築に必要な研

究開発を実施。高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）に代表される畜産業に深刻な打撃を与える新興・

再興感染症の出現に対応できる技術基盤（各種病原体の全ゲノム情報の取得及び公共データベースへ

の登録、全ゲノム情報を活用した診断法開発、新たなワクチン開発技術や現場での効率的な対策技術

等）の構築のための研究開発を実施。 

 

（拡充する理由） 

令和４～５年シーズンにおけるHPAIの発生は、発生期間の長期化や発生道県の増加に伴い、過去最

悪の被害をもたらしたことから、被害軽減に向けた取組が求められている。HPAIの被害は世界的な展

開を見せていることから、欧米でのワクチン開発による被害軽減の動きが活発化しており、我が国に

おいても、新たなワクチン開発技術や現場での効率的な対策技術等の構築のための研究開発の加速が

必要。 

 

２ 短期課題解決型研究（研究費：１課題当たり3千万円以内/年、研究実施期間：原則３年）（拡充） 

 （概要） 

緊急性が高いテーマで、かつ、現存する技術シーズや知見を活用して１～３年程度で成果が見込ま

れる比較的規模の小さい研究課題（食品中の危害要因の分析法やリスク低減技術の開発、動物疾病・

植物病害虫の検査法やまん延防止技術の開発等）を機動的に実施。 

 

（拡充する理由） 

短期課題解決型研究は、枠予算として確保し、緊急性・重要性の高い課題を前年冬に決定して実施

しているが、毎年、実施希望課題が山積している。令和5年度は、「野生イノシシにおけるアフリカ

豚熱防疫措置の具体化に関する緊急実証研究」など行政施策を求められる7課題を厳選して行ってお

り、このうち1課題は同年度で終期を迎える。 

今般の予算要求は、令和6年度も継続して実行する6研究課題に加え、緊急性・重要性が高い研究課

題（食品安全、動物衛生・水産防疫、植物防疫から各1課題程度）を令和6年度から実施できるよう要

求する。 

 

 

１．研究制度の主な目標（アウトプット目標） 

中間時（５年度目末）の目標 最終の到達目標 

 ① 行政施策・措置の検討・判断に利用できる新たな

技術、手法またはデータベースを17件以上開発。 

 ② １ 課題解決型研究プロジェクト研究 

ア 持続可能な農林水産業推進とフードテック等の振

興に対応した未来の食品安全プロジェクト（拡充） 

・農産物のかび毒（アフラトキシン等）産生菌の分

布予測技術および農産物のかび毒を低減できる栽

培管理技術を開発 

・水田からのメタン発生抑制技術およびコメ中への

有害元素（ヒ素、カドミウム）の吸収抑制とメタ

ン発生抑制を両立する栽培管理技術を開発 

・農産物中PFASの分析方法もしくは低減手法を開発 

・アザスピロ酸産生藻類や二枚貝中のアザスピロ酸

蓄積量等のモニタリング手法または低減手法を開

発 

・食用昆虫中の安全性に関する基礎的知見を集積

し、データベースを作成 

 



 
 ③ １ 課題解決型プロジェクト研究 

イ 動物衛生対応プロジェクト（拡充） 

・生産現場に存在する病原体の全ゲノム情報をDDBJ

等の公共データベースに登録 

・家畜疾病の最新の流行株に対応した新たな診断法

（ウイルスあるいは細菌の遺伝子を検出するPCR

法等）を開発 

・新規ワクチン抗原候補となるウイルス株を樹立 

・ワクチン基盤技術（例．新たな培養細胞の開発）

を開発 

・家畜生産現場における効果的な感染症対策技術（

例．高病原性鳥インフルエンザの発生リスク低減

技術）を開発 

 

 

 

④ 短期課題解決型研究（拡充） 

実施された研究課題数分の技術、手法やデータベー

スを開発。 

 

（定性的な目標となっている理由） 

本研究課題は、枠予算として確保するものであり、

現時点で実施する研究課題が決まっていないことか

ら、定量的な目標の設定が困難である。 

 

２．事後に測定可能な研究制度のアウトカム目標（令和10年） 

① 目標 

本研究の成果が行政機関によって現場関係者向けの規準、規則、指針等に反映されるほか、民間企

業等（主に本研究の研究課題を受託する研究コンソーシアムの構成員）によって新技術が商品化・事

業化されることで、安全な農畜水産物の国内外への安定供給が可能となる。 

また、「みどりの食料システム戦略」が目指す水田メタン発生抑制にも貢献する。 

なお、昆虫食の新市場の形成や家畜伝染病による被害防止による経済効果は463億円（2030年の国

内の昆虫食市場規模＋高病原性鳥インフルエンザ発生による被害額）～2,449億円（さらにアフリカ

豚熱による被害額を加算）と見込まれる。 

 

②  １ 課題解決型プロジェクト研究 

ア 持続可能な農林水産業推進とフードテック等の振興に対応した未来の食品安全プロジェクト(拡充) 

・ 農産物のかび毒（アフラトキシン等）を低減できる栽培管理技術が生産現場に普及することで、か

び毒に汚染されない安全な国産農産物の安定供給が実現される。 

・ 水田からのメタン発生抑制とコメ中への有害元素（ヒ素、カドミウム）の吸収抑制を両立する栽培

管理技術が生産現場に普及することで、国内コメ産地においてコメ中カドミウムおよびヒ素濃度の両

方について適切な管理が可能になるとともに、日本からのコメの輸出量が多く、ヒ素濃度の基準値が

設定されている国・地域（台湾、香港、シンガポール等）へ輸出されるコメが当該国・地域で基準値

超過となって廃棄される恐れがなくなる（なお、これまで日本産米が当該国・地域でヒ素の基準値超

過で廃棄された事例はない）。さらに、「みどりの食料システム戦略」に定める目標「水田の水管理

によるメタン削減」の達成にも寄与する。 

・ 農産物中PFASの分析方法・低減方法が確立することで、国内における農産物中のPFAS蓄積に係る実

態が把握され、適切なリスク管理に寄与する。 

・ アザスピロ酸の二枚貝への蓄積特性を解明し、アザスピロ酸産生藻類の生息域及び二枚貝へのアザ

スピロ酸蓄積状況について自治体で継続的に調査できる技術を開発することで、国内主要二枚貝のア

ザスピロ酸による食中毒発生を防止する。 

・ たんぱく源として喫食量増加を想定した場合、食用昆虫中の安全性に関する基礎的知見を集積して

情報を整理し、必要に応じたリスクの低減策を講じることが必要となる。適切なリスク管理により昆

虫食の安全性が確保されることで、消費者の健康被害発生を防止する。 

 

 

 



 
③  １ 課題解決型プロジェクト研究 

イ 動物衛生対応プロジェクト（拡充） 

・ 「公共データベース上の生産現場に存在する病原体の全ゲノム情報」、「最新の流行株に対応した

新たな診断法（ウイルスあるいは細菌の遺伝子を検出するPCR法等）」、「新規ワクチン抗原候補と

なるウイルス株や新たな培養細胞を活用して実用化された新規ワクチン」及び「生産現場における効

果的な感染症対策技術」が我が国の家畜生産現場や家畜衛生関係者に実装されることで、万が一、家

畜の新興・再興感染症の発生が国内で見られた場合に同病の爆発的な流行を抑えることが可能にな

る。 

※ 我が国における令和４年度シーズンの高病原性鳥インフルエンザの家禽での発生は過去最多

となり、26道県84事例、殺処分羽数は1,771万羽にのぼった。これは日本全土での飼養羽数の約

5.5%で、被害額を推計すると515億円（9,364億円（令和３年の採卵鶏及びブロイラーの産出額

から推計）×5.5%）となる。  

 

④ ２ 短期課題解決型研究 

本研究の成果が行政機関で実施する行政施策（規準、規則、指針等）に活用されるほか、得られた

成果を用いて製品化・実装されることで、安全な農畜水産物の国内外への安定供給につながる。 

 

（定性的な目標となっている理由） 

本研究課題は、枠予算として確保するものであり、現時点で実施する研究課題が決まっていないこ

とから、定量的な目標の設定が困難である。 

 

 

【項目別評価】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．農林水産業・食品産業や国民生活のニーズ等から見た研究制度の重要性 ランク：Ａ 

① 農林水産業・食品産業、国民生活の具体的なニーズ等から見た重要性 

安全な農畜水産物・食品を安定供給するためには、 

・ 食品中の有害化学物質・微生物が人の健康に悪影響を及ぼすリスクを事前に把握し、生産から消

費にわたってその問題の発生を未然に防ぐこと 

・ 動物疾病又は植物病害虫の海外からの侵入及び国内におけるまん延を未然に防ぐこと 

・ 発生した食品安全、動物衛生、植物防疫上の課題に適切に対応していくこと 

が極めて重要である。 

本研究は、上記の取組に必要な行政施策・措置を検討・判断する際に利用できる科学的知見を得る

ために研究を実施するものであり、農林水産業・食品産業、国民生活のニーズ（＝安全な農畜水産物

・食品の安定供給）から見た重要性は高い。 

 

② 研究の科学的・技術的意義 

本研究で実施する研究の成果は、行政施策・措置の検討・判断に利用するためのものであることか

ら、信頼できる科学的知見であることが不可欠であり、最新の科学的知見に立脚し、再現性が確認で

きる十分な質・量を伴った研究であることが重要である。 

したがって、これらを満たす成果を得る本研究の科学的・技術的意義は高い。 

 

２．国が関与して研究制度を推進する必要性 ランク：Ａ 

① 国自ら取り組む必要性 

「食品安全基本法」（平成15年法律第48号）では、食品の安全性確保に関する施策を総合的に策定

・実施することが、国の責務とされている。 

また、「食料・農業・農村基本計画」（令和２年３月31日閣議決定）では、食料の安定供給の確保

に関する施策として、国際的な動向等に対応した食品の安全確保と消費者の信頼の確保、動植物防疫

措置の強化等が、農業の持続的な発展に関する施策として、科学に基づく食品安全、動物衛生、植物

防疫等の施策に必要な研究の更なる推進が掲げられている。 

さらに、「食料・農業・農村政策の新たな展開方向」（令和５年６月２日食料安定供給・農林水産

業基盤強化本部決定）においても、強固な食料供給基盤の確立の観点からも、マーケットインによる

「稼げる輸出」を拡大し、農業・食品産業を成長する海外市場も視野に入れたものへ転換する、とさ

れており、「家畜伝染病や病害虫の侵入・まん延リスクが高まる中で、効果的に動植物検疫を実施す

る体制や、予防を重視した生産現場での防疫体制を構築する」こととされている。 



 
これらの法律や上位計画等に位置づけられた施策を適切に行うため、「安全な農畜水産物の安定供

給のためのレギュラトリーサイエンス研究推進計画」（令和３年４月26日付け３消安第518号、３農

会第70号農林水産省消費・安全局長、農林水産技術会議事務局長連名通知）を策定し、「農林水産省

が計画的に進めるレギュラトリーサイエンスに属する研究」と「農林水産省が必要としているレギュ

ラトリーサイエンスに属する研究」を明らかにしているところ。 

以上のことから、本研究は国が関与して推進する必要性が高い。 

 

② 次年度に着手すべき緊急性 

１ 課題解決型プロジェクト研究 

ア 持続可能な農林水産業推進とフードテック等の振興に対応した未来の食品プロジェクト（拡充） 

地球温暖化により生産環境が変化する中、従来問題となっていない新たなかび毒や海産毒など

のリスク増大と対策の必要性が国際的に認識されているほか、難分解性で動物への蓄積性を示す

有機フッ素化合物（PFAS）が世界的に新たな問題となっている。このような変化に適時・適切に

対応することは、消費者の健康保護に加え、国産食品の国際的な信頼性、中長期的な食料安定供

給に直結する。このため、先手を打って生産管理のための技術開発を進め、生産現場に導入する

ことにより、安全性対策を強化する必要がある。 

また、みどりの食料システム戦略を推進するため、令和５年２月に「環境と調和のとれた食料

システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律」が成立し、同年７月１日

に施行されたところ。戦略のKPIを着実に達成するため、令和５年度から新規に取り組む研究内容

の拡充を図る必要がある。 

 

イ 動物衛生対応プロジェクト（拡充） 

令和４～５年シーズンにおける高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）について、発生期間の長期

化や発生道県の増加などに伴って過去最悪の被害をもたらしたことから、被害軽減に向けた取組

が求められている。殺処分が原則のHPAIに対してはこれまでワクチン開発がなされてこなかった

が、欧米でのワクチン開発による被害軽減の動きがみられている。そこで、飲水投与によって省

力的に多頭羽に接種可能なベクターワクチンをはじめとした、より有効性の高いワクチンの実用

化に向けた研究を推進するとともに、畜舎周辺の環境材料から簡便、高感度、多検体処理可能な

ウイルス検出技術を開発し、発生予察及び発生による被害軽減に資する研究を強化・加速する必

要がある。 

 

２ 短期課題解決型研究（拡充） 

短期課題解決型研究は枠予算として確保し、緊急性・重要性の高い課題を前年冬に決定して実施す

るものである。 

 

３．研究制度の目標（アウトプット目標）の妥当性 ランク：Ａ 

① 研究の目標（アウトプット目標）の明確性 

本研究は、食品安全、動物衛生、植物防疫等の行政施策・措置の検討・判断に利用できる新たな技

術、手法またはデータベースを12件以上開発することとしており、明確なアウトプット目標を設定し

ている。 

１ 課題解決型プロジェクト研究 

ア 持続可能な農林水産業推進とフードテック等の振興に対応した未来の食品プロジェクト（拡充） 

・ 農産物のかび毒（アフラトキシン等）産生菌の分布予測技術および農産物のかび毒を低減で

きる栽培管理技術を２件以上開発 

・ 水田からのメタン発生抑制技術およびコメ中への有害元素（ヒ素、カドミウム）の吸収抑制

とメタン発生抑制を両立する栽培管理技術を２件以上開発 

・ 資材種によるコメ中への有害元素（ヒ素、カドミウム）吸収性変動に関する基礎的知見の集

積および低減対策の提示（拡充） 

・ 農産物中PFAS分析方法の開発 

・ 農業環境から農産物へのPFAS移行性に関する基礎的知見の集積及び低減対策の提示（拡充） 

・ アザスピロ酸産生藻類や二枚貝中のアザスピロ酸蓄積量等のモニタリング手法または低減手

法を２件以上開発 

・ 食用昆虫中の安全性に関する基礎的知見を集積し、データベースを作成 

 

 



 
イ 動物衛生対応プロジェクト（拡充） 

・ アフリカ豚熱ワクチンの候補となる遺伝子改変株を作出し、有効なワクチン候補株を選定 

・ 豚熱の感染と識別が可能な新たなワクチンを開発すると共に、これに対応する検査法を開発 

・ 生産現場に存在する病原体の全ゲノム情報をDDBJ等の公共データベースに登録 

・ 家畜疾病の最新の流行株に対応した新たな診断法（ウイルスあるいは細菌の遺伝子を検出す

るPCR法等）を開発 

・ 新規ワクチン抗原候補となるウイルス株を樹立 

・ ワクチン基盤技術（例．新たな培養細胞の開発）を開発 

・ 家畜生産現場における効果的な感染症対策技術（例．高病原性鳥インフルエンザの発生リス

ク低減技術）を開発 

・ 畜舎周辺の環境材料から簡便、高感度、多検体処理可能なウイルス検出技術の開発（拡充） 

・ 大規模農場での発生や近隣農場への感染リスクに対応した新たな防疫対策の開発（拡充） 

・ 飲水投与や卵内接種といったより簡便で感染防御が可能な実用性のあるワクチン開発に向け

た基盤技術開発の加速化（拡充） 

 

２ 短期課題解決型研究（拡充） 

実施された研究課題数分の技術、手法やデータベースを開発。 

（定性的な目標となっている理由） 

本研究課題は、枠予算として確保するものであり、現時点で実施する研究課題が決まっていないこ

とから、定量的な目標の設定が困難である。 

 

② 目標とする水準の妥当性 

本研究は、食品安全、動物衛生、植物防疫等の行政施策・措置の検討・判断に利用できる新たな技

術、手法またはデータベースを開発することを目的としており、妥当な水準のアウトプット目標と考

えている。 

 

１ 課題解決型プロジェクト研究 

ア 持続可能な農林水産業推進とフードテック等の振興に対応した未来の食品プロジェクト（拡充） 

〇 農産物のかび毒（アフラトキシン等）産生菌の分布予測技術および農産物のかび毒を低減できる

栽培管理技術の開発 

・ 気候変動による気温の上昇等により、かび毒産生菌の分布や生息密度が変化し、農産物中の

かび毒の汚染状況が変化する可能性（EUでは、温暖化によるかび毒産生菌分布変化予測が行わ

れており、現在の気温では南欧の1部の国に限られる分布エリアが、1度上昇するだけで中欧ま

で拡大する等）があるものの、我が国ではそのような予測は行われていない。 

・ このため、本研究では、先手を打って国内のかび毒（アフラトキシン等）産生菌の実態把握

や気候変動による分布変化予測を行うとともに、農産物のかび毒を低減できる栽培管理技術を

開発することとしており、この課題に対し必要十分に対応できる。 

 

〇 水田からのメタン発生抑制技術およびコメ中への有害元素（ヒ素、カドミウム）の吸収抑制とメ

タン発生抑制を両立する栽培管理技術の開発 

・ 我が国は火山国であることから土壌中のヒ素濃度が高く、また、過去の鉱山開発等の結果と

して局地的にカドミウム濃度が高い農地が存在する。コメ中に含まれる無機ヒ素やカドミウム

の濃度には国際基準値が定められており（カドミウムは食品衛生法上の基準値も存在）、これ

らの濃度を低減するための栽培管理（主に水管理）が開発されている。他方、水田は温室効果

ガスであるメタンの発生源となっており、みどりの食料システム戦略の目標の１つに水田から

のメタン発生抑制が含まれているところ。 

・ このため、本研究では、水田での水管理を通じたコメ中無機ヒ素、カドミウムの濃度低減と

メタン発生抑制の両立を可能とする栽培管理技術を開発することとしており、この課題に対し

必要十分に対応できる。 

 

〇 農産物中PFASの分析方法もしくは低減手法の開発 

・ PFASは水や土壌から農産物を介してヒトの体内にも蓄積し、健康に悪影響を及ぼす可能性を

指摘されている。農産物のPFASのリスク管理の必要性を検討するためには、環境水や土壌等か

ら農産物へのPFASの移行実態を把握することが必要である。 

・ このため、本研究では農産物中のPFASの分析法を検証した上で国内の実態を把握しながら、



 
環境水や土壌等から農産物への移行を低減させる技術を開発することとしており、この課題に

対し必要十分に対応できる。 

 

〇 脂溶性貝毒アザスピロ酸のモニタリング技術の高度化 

・ アザスピロ酸は米国およびEUでいずれも二枚貝中の濃度として基準値が設定されている。近

年、日本沿岸においてアザスピロ酸を生産する微細藻類が発見され、今後の気候変動により分

布が拡大した場合にはリスク管理が課題となる。 

・ アザスピロ酸の二枚貝への蓄積特性を解明し、アザスピロ酸産生藻類の生息域及び二枚貝へ

のアザスピロ酸蓄積状況について自治体で継続的に調査できる技術を開発することで、国内主

要二枚貝のアザスピロ酸による毒化リスクの低減に寄与する。 

 

〇 食用昆虫中の安全性に関係する基礎的知見を集積し、データベースを作成 

・ 将来の食料安全保障を確保する観点から、近年では新たなタンパク質源の１つとして昆虫食

が有望視されている。我が国における昆虫食は、これまでイナゴやハチノコが一部地域の伝統

食としてイベント的に食されてきたほか、近年はコオロギをパウダー化して生地に混ぜた菓子

などの流通が見られるようになっている。今後、昆虫食市場の拡大に伴って、摂食する昆虫の

量や摂食機会が大幅に増えた場合には、危害要因（重金属、かび毒、アレルゲン）の特定とリ

スク評価、リスク管理が必要になることが考えられる。 

・ このため、本研究では、摂食経験が少なく、今後の市場拡大が指摘される食用昆虫（コオロ

ギ等）を対象として、想定される危害要因（重金属、かび毒、アレルゲン）の基礎的知見を集

積して情報を整理し、データベースを作成することとしており、この課題に対して必要十分に

対応できる。 

 

イ 動物衛生対応プロジェクト（拡充） 

〇 アフリカ豚熱ワクチンの候補株を開発 

・ 日本、台湾を除くアジア全域で深刻な被害をもたらし、我が国への侵入が警戒されているア

フリカ豚熱には治療法が存在せず、ワクチンの開発が喫緊の課題となっている。 

・ このため、本研究ではこれまでの取組を通じて、ワクチン開発を効率的に進めるための技術

（アフリカ豚熱ウイルスの培養技術及び遺伝子改変株作出技術）を確立したことから、ワクチ

ン候補となる遺伝子改変株を多数作出し、その有用性の評価をより早期に行うことでワクチン

候補株を確実に得ることとしており、この課題に対し必要十分に対応できる。 

 

〇 豚熱の新たな総合的防除技術の開発 

・ 豚熱には治療法がなく急速に感染拡大するため、感染すると全ての飼養豚の殺処分が必要とな

る。イノシシの生態や感染動態については不明な点が多いなどの理由から、本病をどのように

清浄化していくかについての科学的な検討は進んでおらず、現在の検査方法や衛生対策の有効

性についても検証する必要がある。 

・ このため、本研究では、イノシシの生態及び感染動態の解明、農場での衛生対策による感染リ

スクの評価、国内発生例から分離された遺伝子の解析を行い、これらの結果を用いて感染症モ

デルなどを用いて感染拡大の予測や対策の有効性の評価を行うこととしており、この課題に対

し必要十分に対応できる。 

 

〇 家畜の新興・再興感染症に対応できる技術基盤の構築のための研究開発 

・ 高病原性鳥インフルエンザに代表される家畜の新興・再興感染症の出現は、我が国の畜産業

に深刻な打撃を与えてきた。口蹄疫等の海外悪性伝染病が発生した場合、輸出停止による損失

も甚大となる。また、病原体は変異を繰り返すものであり、新たな性状をもつ家畜病原体が出

現した際に即応できる技術基盤が必要である。 

・ このため、本研究では生産現場に存在する病原体の全ゲノム解析と公的データベースへの登

録、家畜疾病の最新の流行株に対応した新たな診断法（ウイルスあるいは細菌の遺伝子を検出

するPCR法等）の開発、新規ワクチン抗原候補となるウイルス株の作出、ワクチン基盤技術の１

つである新たな培養細胞の開発、家畜生産現場における効果的な感染症対策技術（例．高病原

性鳥インフルエンザの発生リスク低減技術）の開発を行うこととしており、この課題に対し必

要十分に対応できる。 

 

 



 
２ 短期課題解決型研究（拡充） 

本研究は、「安全な農畜水産物の安定供給のためのレギュラトリーサイエンス研究推進計画」（令

和３年４月26日付け３消安第518号、３農会第70号農林水産省消費・安全局長、農林水産技術会議事

務局長連名通知）に定める「農林水産省が必要としているレギュラトリーサイエンスに属する研究」

のうち、特に重要度の高い研究課題のほか、令和５年冬時点で緊急性の高い研究課題を対象に、予算

の範囲内で優先順位を付けて研究を行うこととしている。また、研究課題の公募に当たっては、行政

ニーズに沿った研究内容を詳細に指定しており、当該指定を満たす提案を行った研究機関を採択する

とともに、行政ニーズを満たす研究成果をあげられるよう、研究機関と行政が連携を密にして研究を

推進することとしており、課題に対し必要十分に対応できる。 

 

③ 研究目標（アウトプット目標）達成の可能性 

各研究課題については、以上のことから目標達成の可能性は高い。 

 

４．研究制度が社会・経済等に及ぼす効果（アウトカム）の目標の明確性 ランク：Ａ 

① 社会・経済への効果（アウトカム）の目標及びその測定指標の明確性 

本研究は、行政機関が研究成果を現場関係者向けの規準、規則、指針等に反映するほか、民間企業

等（主に本研究の研究課題を受託する研究コンソーシアムの構成員）が新技術を商品化・事業化する

こととしており、463億円～2,449億円の経済効果を見込むなど、明確なアウトカム目標を設定してい

る。 

 

１ 課題解決型プロジェクト研究 

ア 持続可能な農林水産業推進とフードテック等の振興に対応した未来の食品プロジェクト（拡充） 

・ 農産物のかび毒（アフラトキシン等）を低減できる栽培管理技術が生産現場に普及すること

で、かび毒に汚染されない安全な国産農産物の安定供給が実現される。 

・ 水田からのメタン発生抑制とコメ中への有害元素（ヒ素、カドミウム）の吸収抑制を両立す

る栽培管理技術が生産現場に普及することで、国内コメ産地においてコメ中カドミウムおよび

ヒ素濃度の両方について適切な管理が可能になるとともに、日本からのコメの輸出量が多く、

ヒ素濃度の基準値が設定されている国・地域（台湾、香港、シンガポール等）へ輸出されるコ

メが当該国・地域で基準値超過となって廃棄される恐れがなくなる（なお、これまで日本産米

が当該国・地域でヒ素の基準値超過で廃棄された事例はない）。さらに、「みどりの食料シス

テム戦略」に定める目標「水田の水管理によるメタン削減」の達成にも寄与する。 

・ 農産物中PFASの分析方法・低減方法が確立することで、国内における農産物中のPFAS蓄積に

係る実態が把握され、適切なリスク管理に寄与する。 

・ アザスピロ酸の二枚貝への蓄積特性を解明し、アザスピロ酸産生藻類の生息域及び二枚貝へ

のアザスピロ酸蓄積状況について自治体で継続的に調査できる技術を開発することで、国内主

要二枚貝のアザスピロ酸による毒化リスクの低減に寄与する。 

・ たんぱく源として喫食量増加を想定した場合、食用昆虫の安全性に関する基礎的知見を集積

して情報を整理し、必要に応じたリスクの低減策を講じることが必要となる。適切なリスク管

理等により、昆虫食の安全性が確保されることで、国内の昆虫食市場の着実な形成・拡大にも

寄与する。 

 

イ 動物衛生対応プロジェクト（拡充） 

・ アフリカ豚熱ワクチンの有効な候補株が開発されることで、世界で未だに有効なワクチンが

実用化なされていないアフリカ豚熱ワクチンが商品化される。このワクチンは、水際対策や飼

養衛生管理基準の遵守と合わせて、我が国のアフリカ豚熱まん延防止の手段として備蓄ワクチ

ン等に活用できる。 

※ 世界一の養豚国である中国では、アフリカ豚熱のまん延により、2020年には飼養されていた

豚の約３割が殺処分され、同国の豚肉価格が発生前の水準と比較して約２倍に高騰した。同病

のまん延は我が国の食料安全保障上の脅威であり、仮に我が国で同程度のアフリカ豚熱の被害

が発生した場合、被害額は約1,986億円（6,360億円（令和３年の豚の国内産出額）×30%）に達

すると推定される。 

・ 豚熱の感染拡大における野生動物の役割が解明されると共に、疫学や分子疫学による豚熱の

感染予測や対策の有効性が評価される。また、豚熱に対する新たな対策や検査法を科学的根拠

に基づき戦略的に応用することが可能となり、本病の感染拡大の防止や清浄化が促進される。 



 
・ 「公共データベース上の生産現場に存在する病原体の全ゲノム情報」、「最新の流行株に対

応した新たな診断法（ウイルスあるいは細菌の遺伝子を検出するPCR法等）」、「新規ワクチン

抗原候補となるウイルス株や新たな培養細胞を活用して実用化された新規ワクチン」及び「生

産現場における効果的な感染症対策技術」が我が国の家畜生産現場や家畜衛生関係者に実装さ

れることで、万が一、家畜の新興・再興感染症の発生が国内で見られた場合に同病の爆発的な

流行を抑えることが可能になる。 

※ 我が国における令和４年度シーズンの高病原性鳥インフルエンザの家禽での発生は過去最多

となり、26道県84事例、殺処分羽数は1,771万羽にのぼった。これは日本全土での飼養羽数の約

5.5%で、被害額を推計すると515億円（9,364億円（令和３年の採卵鶏及びブロイラーの産出額

から推計）×5.5%）となる。 

 

２ 短期課題解決型研究（拡充） 

本研究の成果が行政機関で実施する行政施策（規準、規則、指針等）に活用されるほか、得られた

成果を用いて製品化・実装されることで、安全な農畜水産物の国内外への安定供給につながる。 

（定性的な目標となっている理由） 

本研究課題は、枠予算として確保するものであり、現時点で実施する研究課題が決まっていないこ

とから、定量的な目標の設定が困難である。 

 

② 研究成果の普及・実用化等の道筋の明確性 

本研究で得られた研究成果は、行政施策・措置の検討・判断に利用することとしており、活用方法

は明確である。 

 

５．研究制度の仕組みの妥当性 ランク：Ａ 

① 投入される研究資源の妥当性 

本研究において研究課題を設定して企画競争で公募する際には、研究テーマのみを提示するのでは

なく、行政課題を解決する上で、真に必要な研究内容の詳細（課題の背景、具体的な研究内容、行政

施策への反映方法等）やこれに係る必要経費（限度額）を明示する。また、応募が１者であっても、

行政が設定した目標を当該応募が達成し得ないと審査された場合は再公募を行う。採択された研究機

関の金額の妥当性についても外部有識者等が審査し、必要があれば経費の見直しを指示する。継続課

題についても、行政側が毎年度研究の進捗状況を把握した上で、研究内容の必要な見直しを提示す

る。 

以上により、限られた予算で真に必要な研究を実施し、使える研究成果を生み出すことが可能とな

ることから、投入される研究資源は妥当である。 

 

② 課題構成、実施期間、研究推進体制の妥当性 

課題構成については、「食品安全基本法」や「食料・農業・農村基本計画」といった法律や上位計

画等に位置づけられた施策を適切に行うため、「安全な農畜水産物の安定供給のためのレギュラトリ

ーサイエンス研究推進計画」（令和３年４月26日付け３消安第518号、３農会第70号農林水産省消費

・安全局長、農林水産技術会議事務局長連名通知）に定める「農林水産省が必要としているレギュラ

トリーサイエンスに属する研究」のうち、特に重要度の高い研究課題のほか、令和５年冬時点で緊急

性の高い研究課題を対象に、予算の範囲内で優先順位を付けて研究を行うこととしていることから妥

当である。 

 

③ 実施期間の妥当性 

実施期間については、国がリスク管理を行っていくにあたって必要な研究課題を、規模や実施期間

に応じて以下の２タイプ（１ 課題解決型プロジェクト研究、２ 短期課題解決型研究）に分類して

実施していることから妥当である。 

１の課題解決型プロジェクト研究については、研究実施期間を原則５年として、シーズ研究から応

用・開発まで、我が国の研究勢力を結集して総合的・体系的に推進すべき長期的視点が求められる大

規模な研究を実施。 



 
２の短期課題解決型研究については、研究実施期間を原則３年として、緊急性が高いテーマで、か

つ、現存する技術シーズや知見を活用して１～３年程度で成果が見込まれる比較的規模の小さい研究

課題（食品中の危害要因の分析法やリスク低減技術の開発、動物疾病・植物病害虫の検査法やまん延

防止技術の開発等）を機動的に実施。 

 

④ 研究推進体制の妥当性 

研究推進体制については、まず本研究の対象者の選定に当たって、 

・ 行政措置を設定・改正するために必要な科学的知見を得るための研究は、国の研究機関のみなら

ず、国以外の研究機関が有する知見等を利用することで効果的な研究が可能となるため、実施研究

機関は、民間団体、国立研究開発法人、大学、都道府県等から広く公募する。 

・ 行政が必要としている研究課題を公募するとともに、可能な限り公募期間を長期間確保する等、

多数の応募を受けられるよう検討する。 

・ 審査に当たっては、確実に必要な成果が得られるよう外部有識者が厳密な審査を行うこととし、

企画競争への応募が１者であっても、行政が設定した目標を当該応募が達成し得ないと審査された

場合は再公募を行う。 

こととしており、適切な対象者が選定可能と考えている。 

さらに、本研究の進行管理は、以下の取組を行うことから妥当である。 

・ 研究課題については、緊急性・重要性等を考慮して、優先度の高いものから計画的に選定する。 

・ 研究の進行管理は、研究課題ごとに消費・安全局の担当部署が、直接研究機関と情報や意見を交

換し研究の進捗状況を確認することにより研究計画の改善及び必要な見直しを行うとともに、消費

・安全局の担当者、行政施策・措置の対象となる業界関係者、農業現場での普及を行う者等で構成

される研究推進会議を設置し、研究の進行管理を行う。研究推進会議では、業界等の実態を踏まえ

た技術や行政施策・措置のあり方について意見を得て研究に反映することにより、その後の行政施

策・措置の円滑な決定及び導入を図る。 

・ 研究成果を確実に得た上で行政施策・措置の決定につなげられるよう、研究期間の中間時及び終

了後に消費・安全局の担当者及び外部有識者による評価を行うとともに研究終了後、一定期間後の

研究成果について、行政施策・措置への反映状況を把握及び評価するために追跡調査を行う。 

 

 

【総括評価】 ランク：Ａ 

 １．研究制度の実施（概算要求）の適否に関する所見 

・食の安全性の確保、国際動向への対応、海外市場への輸出、伝染病の蔓延予防等課題は多岐にわた

り、国が関与する必要性は非常に高い。 

・短期解決型研究は緊急的な課題へ対応する観点から重要性、必要性は理解できる。 

 

２．今後検討を要する事項に関する所見 

・短期解決型研究の評価については、事前評価段階で詳細な課題が決まっていないため、今後、例え

ば、課題の詳細が決定した際に委員会に報告の上、しかるべき時点で中間や終了時評価を受ける等評

価のプロセスの確保や課題決定の手続きの透明性の確保が必要である。 

・安全が安心につながるような消費者へのアウトリーチ活動が重要である。 

・食料不足を補うタンパク源の課題について、安全性や環境負荷の低減等、幅広い視点を持った研究

の取組が重要であり、様々な意見を踏まえながら慎重に進めていただきたい。 

 

 



 [事業名] 安全な農畜水産物安定供給のための包括的レギュラトリーサイエンス研究推進 
事業 

 
用  語 

 
用 語 の 意 味 

※ 
番号 

有害化学物質 
 

ヒト又は動植物に悪影響を及ぼす化学物質の総称。本事業では危害要因となる化学
物質を指す。 

１ 

有害微生物 ヒト又は動植物に悪影響を及ぼす微生物の総称。本事業では危害要因となる微生物
を指す。 

２ 

リスク管理 すべての関係者と協議しながら、リスク低減のための政策・措置について技術的な
実行可能性、費用対効果などを検討し、適切な政策・措置を決定、実施、検証、見
直しを行うこと。 

３ 

レギュラトリ
ーサイエンス 

科学的知見と規制や行政措置の橋渡しとなる科学のことで、研究部門（Regulatory 
research）と行政部門（Regulatory affairs）の取組を包含するもの。本事業は、
食品安全、動物衛生、植物防疫等の分野において、施策や規制等の措置を決定する
ための根拠となる科学的知見を得ることを目的とした試験研究事業（Regulatory re
search）である。 

４ 

カビ毒 植物病原菌であるかびや貯蔵穀物などを汚染するかびが産生する化学物質で、人や
家畜の健康に悪影響を及ぼすもの。 

５ 

海産毒 海洋プランクトンが産生する毒。代表的な海産毒には、当該プランクトンを摂食し
た二枚貝に蓄積する貝毒（下痢性、麻痺性）と当該プランクトンからの食物連鎖に
よって魚類（主に熱帯）に蓄積するシガテラ毒がある。 

６ 

PFAS（ピーフ
ァス） 

パーフルオロアルキル化合物及びポリフルオロアルキル化合物（PFAS）は、約4500 
種以上あるとされている人工の有機フッ素化合物の総称であり、一部のPFAS は非常
に優れた化学的特性を持つため様々な分野で利用されてきた。PFASは、高い安定性
があり自然環境中で分解しにくく、かつ、動物への高い蓄積性があるため、その一
部は、POPs条約の対象として、国内外で製造や使用等が既に規制されている。 
一方で、環境中に放出されてしまったPFASは、水や土壌から農畜水産物を介してヒ
トの体内に蓄積し、健康に悪影響を及ぼす可能性が指摘されており、ワクチン接種
時の抗体応答の低下等が指摘されている。 
環境省が令和元年度、令和2年度に実施した水環境中のPFOA、PFOSの実態調査では、
排出源となる施設の近傍の河川や地下水に広く存在していることが明らかになった
。 
また、農林水産省が行ったPFOS及びPFOAの実態調査では農産物からは検出されなか
ったものの、諸外国等の調査では農産物からの検出事例もある。一方で、水や土壌
に含まれるPFAS がどの程度農産物に移行するのか、また、土壌のpH等の要素が農産
物への移行に影響しているのかについての知見が不足している。 
将来的に農産物中の濃度低減の取組が必要となる場合に備えて、農産物中のPFAS汚
染の要因となる要素の特定が必要である。 

７ 

フードテック 食分野の新しい技術及びその技術を活用したビジネスモデルのこと。我が国におけ
るフードテックの取組事例としては、代替肉や健康・栄養に配慮した食品、人手不
足に対応する調理ロボット、昆虫を活用した環境負荷の低減に資する飼料・肥料の
生産等の分野で、スタートアップ企業等が事業展開、研究開発を実施している。 
農林水産省は、フードテックに関わる産業について、協調領域における課題やその
対応を議論するため、令和2年7月、食品企業や、スタートアップ企業、関係省庁、
研究機関等の関係者で構成する「フードテック研究会」による「中間取りまとめ」
を公表した。 この中では、フードテックを資源循環型の食料供給システムの構築や
高い生活の質を実現する上で鍵となる技術であると位置付け、国内に技術基盤を確
保していくことが重要であること等が示された。また、重点的に研究開発・投資や
社会実装を進めるべき分野としては、多様化する消費者の価値観に対応した食品・
素材等の提供、ユニバーサルに食を楽しむことのできる調理環境の整備、新型コロ

８ 



ナウイルス感染症の収束後を見据えた新たな食産業への転換、持続的な資源循環の
実現に資する技術やビジネスモデルが挙げられた。 

代替タンパク
質 

代替タンパクは一般に大豆などを原料とする「植物由来」、微生物の発酵を利用す
る「微生物発酵」、細胞培養技術を用いた「培養」に分けられる。「微生物発酵」
は欧州等で販売されているが、我が国では市場に出回っていない。「培養」は試験
段階のものが多く、販売が認可された国は極めて限定的である。 
「植物由来」タンパク質の原材料は、大豆のほか小麦、エンドウマメ、ソラマメと
いうものもあるが量は少なく、大豆が多くを占める。呼称も大豆ミートと呼ばれる
ことが多いが、小麦の場合もあるのでその場合はグルテンミートと呼ばれる。その
他植物由来の代替肉の総称としてプラントベースミート、またはオルタナティブミ
ート、フェイクミートなどとも呼ばれる。 
また、代替タンパクという大きな括りの中では、生育において家畜よりも環境負荷
が小さい昆虫、藻類も含まれ、コオロギ、スピルリナなどを原料とする商品が販売
されている。 

９ 

豚熱 豚熱（CSF）ウイルスによって、豚やイノシシに発熱、呼吸障害等を起こす伝染病で
、我が国の家畜伝染病のひとつ。強い伝染力と高い致死率が特徴。平成30年、我が
国で26年ぶりに本病が発生。令和4年5月までに、17県で計81事例発生し、約29万頭
の豚（飼養イノシシを含む）が殺処分された。令和元年10月よりCSFワクチンの豚へ
の接種が国内の一部地域で開始されたところだが、野生イノシシでのCSF発生事例が
継続的に報告されており、野生動物による感染様式の解明やマーカーワクチンの開
発など、防疫対策を一層強化するための研究が求められている。 

10 

アフリカ豚熱 アフリカ豚熱（ASF）ウイルスによって、豚やイノシシに発熱や全身の出血性病変を
起こす致死率の高い感染症で、我が国の家畜伝染病のひとつ。これまで国内では発
生はない。近年、東欧やロシア等での発生が国際的に問題となっていたところ、201
8年以降、中国、モンゴル等に発生が拡大。また、中国から我が国に持ち込まれた豚
肉製品から、生きたASFウイルスが見つかるなど、海外からの本病の侵入リスクが高
まっている状況。早期摘発のための遺伝子検査法（リアルタイムPCR法）が開発され
ているものの、有効な予防法はない。そのため、ワクチン開発が喫緊の課題である
。 

11 

新興・再興感
染症 

これまで潜在していたが、新たに集団の中で問題となった感染症（新興感染症）と
、いったん社会的に問題とならなくなったものの、再び発生した既知の感染症（再
興感染症）を指す。これまでにわが国で発生した新興・再興感染症の代表的な例と
して、ヒトの感染症では新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は新興感染症、デ
ング熱は再興感染症、家畜・家きんの感染症では高病原性鳥インフルエンザ（HPAI
）は新興感染症、牛海綿状脳症（BSE）は再興感染症である。 

12 

 

 
 
 



 

安全な農畜水産物安定供給のための包括的レギュラトリーサイエンス研究推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普及・実用化の推進策 

（想定される取組） 

・研究成果を規準、指

針等に反映 

・データベースやガイ

ドラインの普及 

・国と地方行政および

試験研究機関が連携

した産地への普及活

動 

・動物用医薬品の特許

の実施 

・薬機法に基づくワク

チン承認 

・動物用医薬品の商品

化 

開発した研究成果につ

いて、それぞれの開発

レベルに応じ、順次、

行政部局・試験研究機

関・地方公共団体・民

間企業と連携し、実

証・産業利用段階に展

開 

委託研究プロジェクト 

・農産物のかび毒（アフラトキシン等）産生菌の分布

予測技術および農産物のかび毒を低減できる栽培

管理技術を２件以上開発 

・水田からのメタン発生抑制技術およびコメ中への有

害元素（ヒ素、カドミウム）の吸収抑制とメタン発

生抑制を両立する栽培管理技術を２件以上開発 

・農産物中 PFAS の分析方法もしくは低減手法を２件

以上開発 

・病原微生物等のモニタリング手法または低減手法を

２件以上開発 

・食用昆虫中の有害物質のデータベースを作成 

最終到達目標（令和９年度） 

【ロードマップ（事前評価段階）】 
 

  実証・産業利用（令和１０年度～） アウトカム     研究開発（～令和９年度） 

・生産現場に存在する病原体の全ゲノム情報を

DDBJ 等の公共データベースに登録（ウイルス

及び細菌の計５種以上、計 100 株以上） 

・家畜疾病の最新の流行株に対応した新たな診断

法（ウイルスあるいは細菌の遺伝子を検出する

PCR 法等）を２件以上開発 

・新規ワクチン抗原候補となるウイルス株を２株

以上開発 

・ワクチン基盤技術（例．新たな培養細胞の開発）

を２件以上開発 

・家畜生産現場における効果的な感染症対策技術

（例．高病原性鳥インフルエンザの発生リスク

低減技術）を２件以上開発 

最終到達目標（令和９年度） 

・アフリカ豚熱ワクチンの候補となる遺伝子改変株を８

株以上作出、有効なワクチン候補株を１株以上選定 

最終到達目標（令和６年度） 

 

 ・ゲノム編集による

ウイルス遺伝子

改変技術の開発 

・ASF ウイルスを増

殖させる IPKM 細

胞の開発  

既往成果（知見） 

・アフラトキシン産

生菌の高感度検出

法の開発 

・かび毒産生菌の感

染源や汚染経路の

解明 

・コメ中ヒ素とカド

ミウムの同時低減

技術の開発 

・GC-MS/MS による

PFAS 高感度一斉

分析法の開発 

・アフリカ豚熱ウイ

ルス（ASFV）を増

殖させる IPKM 細

胞の開発 

・ゲノム編集による

ASFV 遺伝子改変

技術の確立 

・次世代シーケンス

による家畜由来

ウイルスの全ゲ

ノム解析技術の

実用化 

・家畜由来ウイルス

に 対 す る 高 感

度・高特異性のリ

アルタイムPCR法

の開発 

・飲水投与可能で抗

原の変更が容易

なワクチン開発 

・かび毒に汚染されない安全な国
産農産物の安定供給 

・国産米のカドミウム濃度とヒ素
濃度が低水準に維持。さらに、
水田から発生するメタンが削
減。 

・国内における農産物中の PFAS
蓄積に係る実態が把握され、適
切なリスク管理に寄与。 

・病原微生物（例．鶏のサルモネ
ラ、カンピロバクター）を原因
とする食中毒事件が低減 

・食用昆虫の適切なリスク管理 
・国内昆虫食市場の拡大（2030

年に 210 億円） 

・アフリカ豚熱による国内養豚業
への被害を極小化 

・万が一、家畜の新興・再興感
染症の発生が国内で見られた
場合に同病の爆発的な流行を
抑制し、被害を極小化 



農林⽔産分野におけるレギュラトリーサイエンスの推進

⾷品安全、動物衛⽣、植物防疫の分野は、⾏政施策・措置を科学的根拠に基
づき講じなければならない。（WTO/SPS協定に基づき、国際的な考え⽅や枠
組みと整合する必要）

Innovative 
Science

Regulatory 
Science

Basic Science

＜レギュラトリーサイエンスとは＞
行政科学などと訳されるが、科学的

知見と規制措置との間の橋渡しに使
われる科学や研究のこと

① 行政施策・措置の検討・判断に利

用できる科学的知見を得るための
研究（Regulatory Research）

② 科学的知見に基づいて施策を決定
する行政（Regulatory Affairs）

の両方が含まれる

● 研究機関が、施策に必要とする試
験研究を実施

● 農水省が、研究成果を活用し
た行政施策・措置の策定・実施

● 農水省が、食品安全、動物衛生及
び植物防疫の行政施策・措置を実施
していく上で必要な研究ニーズを明
確化

レギュラトリーサイエンスの推進が不可⽋

安全な

農畜水産物の
安定供給

「レギュラトリーサイエンス研究推進計画」の⾒直し
平成27年6⽉に策定した「レギュラトリーサイエンス研究推進計画」について、⾷品安全、
動物衛⽣、植物防疫等の各分野での研究の進展に対応した施策推進や新たな病害⾍・⼈獣共通
感染症の発⽣への対応などの課題に的確に対応していくため⾒直しを実施。
「安全な農畜⽔産物の安定供給のためのレギュラトリーサイエンス研究推進計画」を

令和3年4⽉26⽇に策定・公表。

（１）農林⽔産省が必要としている研究の計画
的な推進
・農⽔省が必要としているレギュラト
リーサイエンス（RS）に属する研究を
別紙にまとめ、１年ごとに⾒直す
・未然防⽌の観点から対応の必要性が⾼
い危害要因や疾病等について、農林⽔産
省が主体となって計画的に研究を推進
・先端技術の活⽤や社会科学的な観点か
らの分析も必要に応じて実施
・研究の成果を国⺠に分かりやすい形で
公表

（２）⾏政及び研究者間のネットワーク構築
・農林⽔産省内の関係部局や所管法⼈のみ
ならず、他省庁、他省庁所管の研究機関、
⼤学、⺠間企業等の間で、様々な情報を
共有するネットワークを構築し、外部の
知⾒を活⽤して必要な研究を推進

⾒直し後の主な内容

（３）研究評価の改善
・RSに属する研究に取り組む研究者が研究
機関から評価されるよう、引き続き要請

・優れた研究成果を上げた研究者を表彰

（４）⼈材の育成
・所管法⼈の研究者は、⾏政部局との⼈事
交流を推進し、⾏政と研究との懸け橋とな
る⼈材を育成

・⾏政部局の職員は、研究課題の企画⼒・
マネージメント能⼒を養成。また、科学的
な知⾒を⾏政判断に活⽤できる⼈材を育成

J-FSAN（ジェイフサン）



農林⽔産省は、産学官における⾷品安全の研究者等関係者がダイレクトにつながり、⾷品安全に関する知
⾒・情報を交換し、相互に連携することで、⼀丸となって、我が国全体の⾷品の安全性を向上させていくため
のネットワークプラットフォーム“J-FSAN（Japan Food Safety Access Network︓ジェイフサン）”
を令和3年5⽉に始動。

J-FSAN（Japan Food Safety Access Network）

○ J-FSANの⽬的
⾷品安全に関する最新の情報や、様々な課題を産学官で
共有し、リアルタイムに議論を⾏うことで、我が国全体として⾷
品の安全性を向上させていくことを⽬的とする。

○ 御参加頂いているメンバー
（令和5年6⽉末時点の参加⼈数約940）
・⾷品企業の品質管理担当、研究者
・分析機関及び関連団体
・⼤学等の教員
・国⽴研究所、国⽴研究開発法⼈、独⽴⾏政法⼈の研究
者、職員
・地⽅⾃治体等の公設試験研究機関・衛⽣研究所の研究
者、職員

○ J-FSANの活動
１．農林⽔産省からの定期的・リアルタイムな情報提供
・農林⽔産省におけるリスク管理の取組について
・⾷品安全に係る国内外の動向の最新の情報
・コーデックス委員会の関連の討議⽂書、レポートの提供・解説・・・等

２．参加者からの情報提供、議論への参加

○ J-FSANに参加するメリット
・諸外国の動向等、各者それぞれが収集していた情報を参加者間で共
有可能
・農林⽔産省のリスク管理等に関する動向を定期的・リアルタイムに受信
⇒各種情報収集に必要なリソースを削減、有効活⽤することが可能。

参加登録の⽅法
右QRコードからアクセスし、フォームへ必要事項を記⼊の上送信

事務局︓消費・安全局⾷品安全政策課⾷品安全科学室
E-mail︓j-fsan_office@maff.go.jp ｜ TEL︓03-3502-5722

アクリルアミドが家庭等で調理される食品にも含まれることが判明

加工食品だけでなく野菜炒め等からの暴露も無視できない

レギュラトリーサイエンスの例①

家庭調理におけるアクリルアミド生成の低減に関する研究

背 景

・家庭でできるアクリルアミド低減対策をまとめ
た消費者向けリーフレットを作成し、
4万部以上配布

・消費者向けセミナー、ウェブサイト

を活用した情報発信

・食事のバランスで野菜は重要な栄養源

・食品の加熱は食中毒防止等の観点からも重
要

→アクリルアミドの低減対策を消費者へ情報
提供することは重要かつ急務

・家庭調理におけるアクリルアミドの
生成条件の解明

・低減対策の開発

・食品全体としての安全・品質を確保
しつつ、消費者が実行できるアクリル
アミドが生成しにくくなる具体的な新レ
シピを考案

行政課題 必要な研究

行政施策への活用 研究成果
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3 消 安 第 518 号 

3 農 会 第 7 0 号 

令和３年４月 26 日 

各都道府県知事及び所管国立研究開発法人理事長 殿 

農林水産省消費・安全局長 

農林水産省農林水産技術会議事務局長 

安全な農畜水産物の安定供給のためのレギュラトリーサイエンス研究推進

計画の策定について 

農林水産省は、科学的な根拠に基づく行政施策・措置の決定を推進するため、レギュ

ラトリーサイエンス研究推進計画（平成 27 年６月 19 日付け 27 消安第 1841 号・27 農会

第 616 号農林水産省消費・安全局長・農林水産技術会議事務局長連名通知。以下「推進

計画」という）を策定し、食品安全、動物衛生、植物防疫等の分野で、レギュラトリー

サイエンスを活用してきたところです。

推進計画が策定されてから５年以上が経過し、各分野での研究の進展に対応した施策

推進や、新たな病害虫・人獣共通感染症の発生への対応など、これらの行政分野の課題

に的確に対応していく必要があります。

このことから、安全な農畜水産物の安定供給に資するため、新たに「安全な農畜水産

物の安定供給のためのレギュラトリーサイエンス研究推進計画」を策定しましたので、

お知らせします。



安全な農畜水産物の安定供給のためのレギュラトリーサイエンス研究推進計画 

令和３年４月26日 

 １ 基本的な考え方 

（１）レギュラトリーサイエンスについて

レギュラトリーサイエンス*１は、科学的知見と、規制などの行政施策・措置との

間を橋渡しする科学です。レギュラトリーサイエンスには、 

① 行政施策・措置の検討・判断に利用できる科学的知見を得るための研究

（Regulatory Research）
② 科学的知見に基づいて施策を決定する行政（Regulatory Affairs）
の両方が含まれます。

レギュラトリーサイエンスは、欧米では行政の不可欠な要素であると考えられて

おり、日本では、医薬品分野*２などで活用されています。 

農林水産行政の中でもレギュラトリーサイエンスを活用すべき分野は数多くあり

ます。特に、WTO*３のSPS協定*４において科学的知見に基づいて施策を決定*５すべ

きとされている食品安全、動物衛生及び植物防疫の分野で、レギュラトリーサイエ

ンスを活用しています。

近年、持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向け、また、新型コロナウイルス

*１：科学技術基本計画(平成23年８月19日閣議決定)のレギュラトリーサイエンスの定義：科学技術の成果を人と社会に役立てる

ことを目的に、根拠に基づく的確な予測、評価、判断を行い、科学技術の成果を人と社会との調和の上で最も望ましい姿に調

整するための科学

アメリカ医薬品科学者会議のレギュラトリーサイエンスの定義：Regulatory science is the strategic compilation of
multidisciplinary information on product performance as it pertains to safety, efficacy, and quality.
It is a complex integration of:
- Regulatory research: research aimed at bridging the gap between scientific research and regulatory challenges.
- Regulatory affairs: the development of science-based regulations that help agencies better meet the needs of prot

ecting public health and environmental safety, the international harmonization of these regulations, and ensurin
g the
availability of safe and effective pharmaceuticals.

*２：日本薬学会レギュラトリーサイエンス部会設立趣意書（平成14年10月７日）におけるレギュラトリーサイエンスの定義：我々

の身の回りの物質や現象について、その成因と実態と影響とをより的確に知るための方法を編み出す科学であり、次いでその

成果を使ってそれぞれの有効性（メリット）と安全性（デメリット）を予測・評価し、行政を通じて国民の健康に資する科学

*３ WTO：世界貿易機関(World Trade Organization)。1995年１月１日に設立された国際機関。WTO協定（WTO設立協定及び

その附属協定）は、貿易に関連する様々な国際ルールを定めている。

*４ SPS協定：衛生植物検疫措置の適用に関する協定(Sanitary and Phytosanitary Measures)。WTO協定の附属書の一つ。検

疫、最終製品の規格、生産方法、リスク評価方法など食品安全及び動植物の健康に関する全ての措置(SPS措置)を対象として

いる。

*５：SPS協定第２条第２項 加盟国は、衛生植物検疫措置を、人、動物又は植物の生命又は健康を保護するために必要な限度にお

いてのみ適用すること、科学的な原則に基づいてとること及び、第２条７に規定する場合を除くほか、十分な科学的証拠なし

に維持しないことを確保する。 



によるパンデミックを受け、経済活動・生活様式が大きく変化しつつある中、食料

安全保障や健康な食生活を送るうえで不可欠となる食品安全、動物衛生、植物防疫

等の分野でのレギュラトリーサイエンスの重要性はますます高まっています。さら

に、科学的根拠に基づいてこれらの分野の施策を推進することは、政府全体で取り

組む農畜水産物・食品の輸出促進を、安全性や安定供給の観点から下支えするもの

です。

（２）レギュラトリーサイエンスに属する研究について

食品安全、動物衛生、植物防疫等の分野に係る行政施策・措置の検討・判断に

利用できる科学的知見を得るための研究（Regulatory Research。以下、便宜上

「レギュラトリーサイエンスに属する研究」といいます。）には、有害化学物質

及び有害微生物による食品の汚染を防止・低減する技術や動物疾病・植物病害虫

の検査法・まん延防止技術の開発などがあります。 

これらの研究のうち、国の予算で実施するものについては、行政部局が必要とす

る施策の検討及びその実現のための研究の企画立案から始まります。さらに、行政

部局は、研究者と、具体的な研究の実行可能性や既知の知見について意見・情報の

交換を行い、連携して研究を進めます。その際、国内外の情勢の変化や研究の進捗

状況等によって研究の方向性を柔軟に修正する必要があること、また、研究の進捗

状況によってはその研究を中止する判断が生じる可能性があることなどから、行政

部局は研究者と連携・協議して研究の進行を管理します。 

日本では、新たな事実を見つけ出す研究や新製品、新技術を世の中に送り出す研

究が主に注目されています。これらの研究成果は、主として学術論文を書くことや、

特許を取得することで評価されます。一方、レギュラトリーサイエンスに属する研

究の成果は、生産、製造等の現場において合理的な費用で実行可能な技術であるこ

と、再現性があることなどにより、行政施策・措置の検討・判断に活用され、それ

によって生産者、事業者、消費者等の益になることが重要視されます。このため、

研究成果への評価は、学術論文の発表や特許取得などだけでなく、行政施策・措置

の検討・判断への活用の有無や生産、製造等の現場への貢献度に重点をおくことが

必要です。 

レギュラトリーサイエンスに属する研究は、必ずしも独創性の観点から社会的な

注目が集まる成果を創出するとは限りませんが、安全な農畜水産物の安定供給の基

盤となる科学的知見・技術としてわが国の農林水産業・食品産業を下支えするもの

であることから、農林水産分野の研究の中でもその重要性は高いものと認識されて

います。 



さらに、研究者側、特に国立研究開発法人においても、その研究成果は行政の政

策決定への貢献を通じ、我が国の安全な農畜水産物の安定供給に直接的に資するも

のとなるため、その取組が推進されています。 

なお、レギュラトリーサイエンスに属する研究には、実験を伴う研究（ウェット

ラボ）だけでなく、大量のデータのメタアナリシスや社会科学的研究等データ解析

が主体の実験を必要としない研究（ドライラボ）があります。 

 ２ レギュラトリーサイエンスに属する研究への取組状況と今後の取組の方向性 

（１）取組状況

これまで農林水産省は、安全な農畜水産物を安定的に供給していくために、食品

安全、動物衛生、植物防疫等の分野においてレギュラトリーサイエンスに属する研

究を実施し、科学的知見に基づいた施策を行ってきました。 

消費・安全局と農林水産技術会議事務局は「レギュラトリーサイエンス研究推進

計画」（平成27年６月19日）を策定し、レギュラトリーサイエンスに属する研究推

進に係る取組の方向性を明示するともに、各分野における行政課題とそれを解決す

るために今後必要な研究を整理して公表することで、研究機関等の積極的な研究の

実施を促してきました。また、研究課題のうち、緊急性や重要性の高いものについ

ては、安全な農畜水産物安定供給のための包括的レギュラトリーサイエンス研究推

進委託事業等の研究事業により計画的に研究を進めてきました。 

その結果は、様々な行政施策として活用されています。例えば、食品安全関係で

は、二枚貝の毒化動態や毒の蓄積部位等に関する新たな知見を得て、「二枚貝等の

貝毒のリスク管理に関するガイドライン」を策定しました。本ガイドラインを基に、

各都道府県が地域の実態を踏まえた貝毒監視を実施しています。動物衛生関係では、

アフリカ豚熱に感染した豚に特徴的な臨床所見や解剖所見に関する知見を得て、特

定家畜伝染病防疫指針に反映するとともに、これらの知見をリーフレット及び動画

にまとめ、家畜衛生現場に普及しています。さらに、アフリカ豚熱の特異度の高い

遺伝子検査手法を構築し、家畜衛生保健所が活用できるようにしています。植物防

疫関係では、ジャガイモシロシストセンチュウやテンサイシストセンチュウの防除

法を確立し、発生現場での防除対策に活用しています。 

（２）今後の取組の方向性

レギュラトリーサイエンスに属する研究には、豚熱などすでに発生していて緊急

性が高い問題の解決のための研究（問題対応・危機管理型の研究）もありますが、

リスク管理の観点からは、食中毒の発生や動物疾病、植物病害虫の国内侵入等の未



然防止のために先手を打った研究（リスク管理型の研究）を進めることが効率的か

つ効果的です。さらに、新たな食料・農業・農村基本計画（令和２年３月31日閣議

決定）においては、レギュラトリーサイエンスに属する研究を計画的に推進するこ

ととしていることから、今後、研究推進に当たっては、リスク管理型の研究を計画

的に進める必要があります。 

また、近年、幅広い分野の行政・研究者が連携して対応すべき課題が増加してい

ます。例えば、食中毒対策について、全ゲノム解析等の技術によりフードチェーン

の上流にさかのぼって汚染原因等を特定し、フードチェーンの各段階で適切な対策

を講じていくことが欧米では主流となっています。薬剤耐性菌の問題を含む人獣共

通感染症対策は、ワンヘルスアプローチによって、家畜生産現場での対策と人の健

康対策に一体的に取り組んでいくことが求められています。 

このため、農林水産省と同省が所管する国立研究開発法人（以下「所管法人」と

いいます。）のみならず、関係する他省庁、他省庁所管の研究機関、大学、民間企

業等ともネットワークを構築し、情報共有や研究の実施等について連携することが

必要です。 

レギュラトリーサイエンスに属する研究においては、その成果として得られる科

学的知見・技術の信頼性の高さや対策の現場での使いやすさが重要であり、必ずし

も新規性や独創性を求めているわけではありませんが、AI・IT等の先端技術の活用

により効率的・効果的な課題解決が可能な場合には、そうした先端技術の活用も望

まれます。また、コスト・ベネフィット分析や社会受容など社会科学的な観点から

の分析を実施することにより、より効果的かつ実行可能性の高い行政施策を推進し、

消費者の安全・安心を確保していくことも重要です。 

 ３ レギュラトリーサイエンスに属する研究の推進のための今後の取組 

（１）農林水産省が必要としている研究の計画的な推進

食品安全、動物衛生、植物防疫等の分野について、行政上の課題（研究の必要

性）を明確にし、関連分野の研究者の認知・関心を高めることを通じて、積極的な

研究の実施を促すため、引き続き農林水産省が必要としているレギュラトリーサイ

エンスに属する研究を別紙にまとめ、１年ごとに見直します。さらに、人の健康へ

の悪影響や動物疾病、植物病害虫等の国内侵入・まん延等の未然防止の観点から対

応の必要性が高い危害要因や疾病等については、農林水産省が主体となって計画的

に研究を推進します（別表「農林水産省が計画的に進めるレギュラトリーサイエン

スに属する研究」）。



レギュラトリーサイエンスに属する研究の実施に当たっては、AI・IT等の先端

技術の活用による課題解決の可能性も検討します。また、自然科学分野の研究と併

せて、コスト・ベネフィットや社会受容などの社会科学的な観点からの分析も必要

に応じて実施します。 

さらに、農林水産省が主体となって実施したレギュラトリーサイエンスに属する

研究の成果を国民に分かりやすい形で公表します。 

（２）行政及び研究者間のネットワークの構築

農林水産省内の関係部局や所管法人のみならず、他省庁、他省庁所管の研究機関、

大学、民間企業等との間で、レギュラトリーサイエンスに係る行政や研究に関連し

た様々な情報を共有するネットワークを構築します。こうした枠組みも活用し、国

内の人的資源・情報・知恵を有効活用して研究を推進します。 

（３）研究評価の改善

レギュラトリーサイエンスに属する研究に取り組む研究者が、行政施策・措置策

定への貢献度（直接的、間接的）によって研究機関から評価されるよう、所管法人

に所属する研究者については、引き続き行政部局が所管法人の研究評価の改善に関

する取組状況等を把握し、必要な要請をします。 

また、レギュラトリーサイエンスに属する研究に取り組む研究者のインセンティ

ブを高めるため、行政施策・措置の策定に貢献する優れた研究成果を上げた研究者

を表彰します。 

（４）人材の育成

所管法人に所属する研究者については、行政部局との人事交流を推進し、研究の

企画立案やリスク管理に係る行政施策・措置の検討・判断や国際基準づくり等につ

いて、行政官と一体となって取り組ませることにより、行政と研究との懸け橋とな

る人材を育成します。 

行政部局の職員については、国内外での研修・留学等の機会を積極的に提供する

ことにより、研究課題の企画力・マネージメント能力を養成します。また、文献調

査・データ解析・暴露評価等の研究（ドライラボ）に積極的に従事させることによ

り、科学的な知見を行政判断に活用できる人材を育成します。 



（別表） 

農林水産省が計画的に進めるレギュラトリーサイエンスに属する研究 

分野名 研究対象 

食品安全 以下の危害要因の分析法、低減技術等の開発 

【有害化学物質】 

カドミウム、ヒ素（特に無機ヒ素）、アフラトキシン類

（AF）、フザリウム属菌が産生するかび毒、ピロリジジンア

ルカロイド類（PAs）、貝毒、クロロプロパノール類及びグリ

シドール脂肪酸エステル類、多環芳香族炭化水素類（PAH）、

ニトロソアミン類、

【有害微生物】 

カンピロバクター、サルモネラ、腸管出血性大腸菌、リス

テリア、ノロウイルス

動物衛生 ・以下の疾病の検査法、防除技術等の開発

口蹄疫、豚熱、アフリカ豚熱、高病原性鳥インフルエン

ザ、アルボウイルス感染症、慢性疾病全般、人獣共通感染症 

・畜産環境中の薬剤耐性菌問題に対応した家畜疾病防除技術の

開発

植物防疫 ・重要害虫に対する寄主植物毎の効果的な農薬の探索

・輸入植物検疫における新たな消毒措置及び種子等検査方法の

開発

・温暖化等の影響により化学農薬の使用だけでは防除が困難と

なっている病害虫に対する総合的病害虫管理手法の確立

・AI・ICT等を活用したより迅速かつ精緻な発生予察手法の開

発

・検疫有害動物の精密同定診断に係るデータベースの構築

水産防疫 以下の疾病の検査法、防除技術、治療技術等の開発 

被害の大きい疾病又は国内発生が確認されているOIE疾病 

（例）レンサ球菌症、エドワジエラ症、ノカルジア症、 

べこ病、伝染性造血器壊死症、マダイイリドウイルス症 
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別紙の見方 

○ 「重要度」の欄の「◎」は、農林水産省がそれぞれの分野において特に重要と考えている試験研究で

す。 

○ 「農林水産省予算により実施中の研究」の欄は、「行政における課題等（研究の必要性）」の欄に記載の

内容（以下「行政課題」という。）の解決に当たり、農林水産省予算で実施中の研究事業の名称、試験研究

課題名、実施期間（開始年度と終了年度を西暦で記載）及び事業等の概要です。 

なお、研究実施期間中に事業名が変更されたものについては、令和4年度（2022年度）現在の事業名を

記載しています。 

○ 「今後必要な研究」の欄は、行政課題の解決に当たり、今後、農林水産省が必要としている研究です。

同欄が「―」となっているものであっても、実施中の研究事業等関連する研究の進捗を踏まえ、引き続

き、同欄に追加すべき研究の有無を検討していくこととしています。 

○ 「今後必要な研究」の欄の【Ａ】は、行政措置を検討する上で必要とする研究です（行政措置の検討の

必要性が高く、そのため研究成果を活用したいものです。） 

○ 「今後必要な研究」の欄の【Ｂ】は、行政を推進する上で基礎的知見の充実のための研究です（行政措

置の必要性の検討を含め、基礎的知見が十分とはいえないと考えているものです。）。 

 

 

問い合わせ先：農林水産省 消費・安全局 食品安全政策課 食品安全科学室 

電 話 番 号 ：０３－３５０２－５７２２ 
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（１）食品安全分野 
①有害化学物質 

危害要因 

重
要
度 

行政における課題等 

（研究の必要性） 

農林水産省予算により実施中の研究 

今後必要な研究 

カドミウム 

◎ カドミウムは、自然界に存在するもの、または産業活動の結果

として環境中に排出されたものが、動植物が育つ過程で土や水な

どから取り込まれ、農畜水産物などの食品に含まれることがあ

り、食品を通じてヒトの健康に悪影響を及ぼす可能性がある。 

我が国における、食品を経由したカドミウムの平均的な摂取量

の推定結果によると、約４割がコメ由来、約４割が畑作物由来で

ある。 

コメ中のカドミウムを低減するためには、カドミウム低吸収性

イネの利用が極めて効果的であるが、現場での利用に際しては、

低吸収性が付与された品種のラインナップが十分でないこと、栽

培環境によってごま葉枯病が発生しやすいこと等が課題となって

いる。このため、主要品種や有望な新規品種に迅速にカドミウム

低吸収性を付与する研究とごま葉枯病のような収量安定性の懸念

要素への対策技術の開発が必要である。 

畑作物中のカドミウムについては、諸外国には、コーデックス

基準に準拠したカドミウムの基準値を設定している国があり、カ

ドミウム濃度が高い畑作物は輸出できないおそれがある。畑作物

については、効果が安定したカドミウムの吸収抑制技術がほとん

どなく、土壌中のカドミウム濃度を低くすることが根本的な対策

になる。水田土壌について開発されているカドミウム高吸収稲を

用いた植物浄化技術の畑地での実用化が必要である。 

 本研究で得られた成果を活用して、指針等を改訂し、農産物中

のカドミウム低減に向けた取組をさらに効果的に推進していく。 

○ イノベーション創出強化研究推進事 

業「先端ゲノム育種によるカドミウム

低吸収性イネ品種の早期拡大と対応す

る土壌管理技術の確立」（2018～

2022） 

 

 次世代シークエンスと全ゲノムに広が

る一塩基多型のＤＮＡマーカーの利用に

より遺伝背景の選抜を行い、迅速にカド

ミウム低吸収性付与を行う。また、ごま

葉枯病発生ほ場で、カドミウム低吸収性

品種・系統の抵抗性を評価するととも

に、資材の施用法を検討する。 

 

○ イノベーション創出強化研究推進事 

業「有害元素(放射性セシウム、カド

ミウム)低蓄積原木シイタケ品種の開

発」（2020～2024） 

 

 有害元素（放射性セシウム、カドミウ

ム）を低蓄積する原木シイタケ品種を開

発するため、突然変異株等の中から低蓄

積株を選抜し、原木栽培における有害元

素低蓄積能、栽培特性等の評価を行う。 

 

【Ａ】 

○ カドミウム低吸収性イネの利用を拡

大するための技術開発 

課題例 

・ より効率的な育種技術の開発 

・ カドミウム低吸収性の付与による

ごま葉枯病等の予防技術の開発 

 

【Ｂ】 

○ 畑作物中のカドミウムを低減するた

めの技術開発 

（以下、略） 



安全な農畜水産物安定供給のための包括的レギュラトリーサイエンス研究推進事業
【令和６年度予算概算要求額 686（608）百万円】

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．課題解決型プロジェクト研究
シーズ研究から応用・開発まで、我が国の研究勢力を結集して総合的・体系
的に推進すべき長期的視点が求められる大規模な研究を実施します。
（研究費・研究実施期間）
○ 研究費：課題ごとに設定
○ 研究期間：原則５年

２．短期課題解決型研究
現存する技術シーズや知見を活用して、１～３年程度で成果が見込まれる
比較的規模の小さい研究課題を短期的・機動的に実施します。
（研究費・研究実施期間）
○ 研究費：3,000万円以内/年
○ 研究期間：原則３年以内

※ レギュラトリーサイエンス：科学的知見と、規制などの行政施策・措置との間
を橋渡しする科学

シーズ研究から
応用・開発まで実施

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究開発官室 （03-3502-0536）
消費・安全局食品安全政策課食品安全科学室（03-3502-5722）

国 民間団体等
委託

＜事業の流れ＞

①課題解決型プロジェクト
研究

② 短期課題解決型研究

シーズ研究

応用・開発まで
実施し、科学的
知見を獲得

３年以内
で機動的
に実施

科学的
知見を獲得

（研究課題例）
○ 農業環境（水、土壌等）からの農産物へのPFOA及びPFOS等の

PFASの移行（蓄積動態）に関する基礎研究
○ 病原体の侵入・拡散防止のための効果的な小型野生動物・害虫対
策の検討

○ ドローン等を活用した効率的な誘殺板の散布手法に関する調査研究

（拡充）
令和５年３月改正の「安全な農畜水産物の安定供給のためのレギュ
ラトリーサイエンス研究推進計画」別紙に示す優先危害要因等を対
象とした研究を実施

ア 未来の食品安全プロジェクト（拡充）
○ 動物への蓄積性を示すPFASの国際的な規制強化に対応するため
の研究

○ 安全な代替タンパク質生産に資する研究 等

＜対策のポイント＞
食品安全、動物衛生、植物防疫等の問題発生の未然防止や発生後の被害拡大防止のため、行政施策・措置の決定に必要な科学的知見を得
るための研究（レギュラトリーサイエンスに属する研究）を、内容に応じて柔軟に規模や期間などを選択して実施します。

＜事業目標＞
○ 安全な国産農畜水産物の国内外への安定供給に資するため、食品安全・動物衛生・植物防疫等の行政施策・措置に反映可能な科学的知
見（有害化学物質等の低減技術、高感度分析法、難防除病害虫の防除技術、家畜用ワクチン、疫学データ等）を取得 [令和９年度まで]

行政施策・措置に活用

原則５年
で実施

既存のシーズ等を活用し、
緊急に必要な研究を実施

行政施策・措置に活用

ウ ワンヘルス・アプローチ推進プロジェクト（継続）
○ 人獣共通感染症等の未知の家畜伝染性疾病の発生に備えた予防
法や治療法の開発 等

○ 薬剤耐性菌のリスク低減に資する技術開発 等

イ 動物衛生対応プロジェクト（拡充）
○官民・国際連携によるASFワクチン開発の加速化及びCSFの新たな
総合的防除技術の開発（継続）

○レジリエントな畜産業実現のための技術開発（拡充）
～高病原性鳥インフルエンザによる被害を最小限に低減する技術開発
の強化・加速～
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国際的な規制の動きに向け、農産物においても準備が必要である
が、国内農作物におけるPFAS残留に関する科学的データは僅少

作物残渣を利活用した有機資材が、コメ中ヒ素濃度に及ぼす影響
について十分な知見は得られていない。

水田からのメタン発生抑制と
コメ中有害元素吸収低減の両立

温暖化によるかび毒産生菌分布変化予測、
農薬使用低減と栽培管理の両立

農産物中PFASの分析方法の確立、
土壌、水等からの移行特性の解明

貝毒のモニタリング、低減
手法の確立

食用昆虫中の有害物質のデータ
ベース化、管理手法の確立

Cd

安全な農畜水産物安定供給のための包括的レギュラトリーサイエンス研究推進事業のうち
① 課題解決型プロジェクト研究 ア 持続可能な農林水産業推進とフードテック等の振興に対応した未来の食品安全プロジェクト（拡充）

背景と目的

期待される効果

【１】 気候変動、温暖化対策を考慮した米麦等農産物における安全性担保のための研究（かび毒、有害元素）
【２】 安全な農畜水産物供給のための有害化学物質、微生物の分析･管理技術に関する研究（PFAS、貝毒等）
【３】 安全な代替タンパク質生産や新食料資源の活用に資するフードテック研究（食用昆虫）

研究内容

令和6年度予算概算要求額：115（100）百万円
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令和6年度に拡充する必要性

②拡充（PFAS）

 地球温暖化により生産環境が変化する中、従来問題となっていなかった新たなかび毒や海産毒などのリスク増大と対策の必要性が国際的に認
識されている（2021FAOレポート）。また、難分解性であり、動物への蓄積性を示す有機化合物（PFAS）について世界的に問題となっている。

 このような変化に適切に対応することは、国産食品の国際的な信頼性、中長期的な食料安定供給に直結する。このため、先手を打って、生産
管理のための技術を開発、生産現場に導入することにより、国産食品の安全性対策を強化する。

 みどりの食料システム戦略では、「代替肉・昆虫食の研究開発等、フードテックの展開」や「飼料の代替としての新たなタンパク資源の利用拡大」を
掲げている。これら新分野の推進のためには、産業育成と消費者の健康保護を両立していくことが重要である。

 このため、新規食品の有害化学物質やアレルゲン物質の網羅的同定とデータベース化、適切な生産管理技術の開発など、安全性・信頼性に関
する基盤技術開発を進め、食品事業者や消費者への情報提供等に活用する。

 食品安全に関する情勢及びそれを担保する技術について、食品事
業者・消費者への正確な情報提供

 新規・既存農畜水産物の生産工程における有害化学物質及び有
害微生物のリスクを低減するための行政指針等の策定と開発技術
の現場への普及

 高い成長性が見込まれるフードテック分野における国際的なリーダー
シップの発揮、国内事業者及び消費者の理解、対応力向上

②拡充

①拡充

①拡充（有害元素）
現行計画：スラグ等がコメ中ヒ素、カドミウム濃度に及ぼす影響を検証

現行計画：３種以上の農作物におけるPFASの吸収・移行を検証

→試験対象として有機資材を追加

→試験対象とする農作物種等を拡大



安全な農畜水産物安定供給のための包括的レギュラトリーサイエンス研究推進事業のうち
① 課題解決型プロジェクト研究 イ 動物衛生対応プロジェクト（拡充）

背景と目的

研究内容

新たな感染症の出現に対してレジリエントな畜産業を実現するための
家畜感染症対策技術の開発（拡充） 158（99）百万円

期待される効果

令和6年度予算概算要求額：310（268）百万円

官民・国際連携によるASFワクチン開発の加速化及びCSFの新たな
総合的防除技術の開発（継続） 152 (169）百万円

【１】 生産現場に存在する病原体を広く対象とした全ゲノム解析
【２】 診断法の開発、抗原性状の解析と新規ワクチン候補の選定
【３】 家畜用ワクチンの接種の省力化、効率的な製造等のための新

たなワクチン技術基盤の構築
【４】 生産現場におけるHPAI等感染症発生リスクの「見える化」及

びそのリスク制御に効果的な対策技術の実証

最新の流行株に対応した
PCR法等の診断法開発

新たな培養細胞等の
ワクチン技術基盤の構築

生産現場における効果的な
感染症対策技術の検証

＜研究目標＞ 家畜病原体の全ゲノム解析、診断法開発、ワク
チン技術基盤の構築、生産現場の感染症対策の検証等を行い、
新たな感染症の出現に対してレジリエントな畜産業を実現する。

○ 家畜における新興・再興感染症の出現は、わが国の畜産業に
深刻な打撃を与えてきた。口蹄疫等の海外悪性伝染病が発生
した場合、輸出停止による損失も甚大となる。
○ 病原体は変異を繰り返す。新たな性状をもつ家畜病原体が出
現した際に即応するための技術基盤が必要。

背景と目的

【1】官民・国際連携によるASFワクチン開発の研究
【2】農場へのCSFウイルス侵入リスクを明らかにするための研究
【3】CSFウイルスの野生動物における感染拡大や野生動物からの感
染に関する研究

【4】CSFに対するより有効な防疫対策の研究開発

研究内容

期待される効果
・ASFの国内発生に備えた防疫対策の強化
・CSFのまん延防止と早期清浄化による経済被害の低減と豚肉の
安定供給

・ASFワクチン候補株の選抜・作出等
・新規CSFマーカーワクチンの開発
・野生イノシシでのCSFウイルス感染機序
・動物体内でのCSFウイルスの残留性 等

＜研究目標＞ ASF及びCSFの防除技術・方法を提案、開発

○ 令和２年10月までに国外から持ち込まれた豚肉製品から、
ASF（アフリカ豚熱）ウイルスが分離。
○ 官民・国際連携によるASFの国内発生に備えたワクチン開発の
加速化が必要。
○ 平成30年９月に、国内において26年ぶりにCSF（豚熱）が
発生した。令和２年９月27日までに、約17万頭以上の豚が殺
処分され、国内養豚業への被害は甚大。
○ 新たな防除技術の開発のためには、CSFの発生リスクを明らか
にすることが必要。
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○ 新興・再興感染症の出現に即応できる技術基盤の構築、
常在疾病の診断技術の高度化

○ ワクチンの有効性向上、製造の省力化によるコスト削減により、
国産ワクチンの競争力強化

○ 感染症のリスクに対するエビデンスに基づいた対策により、
農場におけるバイオセキュリティレベルが向上



新たな感染症の出現に対してレジリエントな畜産業を実現するための家畜感染症対策技術の開発
～高病原性鳥インフルエンザによる被害を最小限に低減する技術開発の強化・加速～ （拡充）

安全な農畜水産物安定供給のための包括的レギュラトリーサイエンス研究推進事業のうち
① 課題解決型プロジェクト研究 イ 動物衛生対応プロジェクトのうちレジリエントな畜産業実現のための技術開発（令和５～９年度）

背景と目的
 2022～2023年シーズンの高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）の発生により、1,771万羽（４月８日時点）の家禽を殺処分対象としてお

り、過去最悪の被害となっている。また、HPAI同様に摘発淘汰が原則の口蹄疫等の海外悪性伝染病が発生した場合、わが国における畜産物
の輸出の約６割を牛肉が占めていることから（令和４年の実績は520億円）、輸出停止による損失も甚大となる。このような感染症による損
失を防ぐための技術開発は急務である。

 高頻度に遺伝子変異を繰り返す病原体の出現時期や特徴の予測は困難であるが、生産現場に存在する最新の流行株を含むさまざまな家畜
病原体について、全ゲノム情報や対策技術を蓄積することにより、新たな感染症が出現した際に即応する上で重要な技術基盤が得られる。

 上述のゲノム配列データを活用し、PCR法等の診断法開発、有効性の高いワクチンを作出するための抗原性状の解析、新たな接種方法や製
造方法を含むワクチン技術基盤の構築や、農場において病原体を侵入・まん延させないための技術や知見の集積が、わが国において新たな感染
症の出現に耐えうるレジリエントな畜産業を実現するために必要である。

期待される効果
○ 新興・再興感染症の出現に即応できる技術基盤の構築、

常在疾病の診断技術の高度化
○ ワクチンの有効性向上、製造の省力化によるコスト削減に

より、国産ワクチンの競争力強化
○ 感染症のリスクに対するエビデンスに基づいた対策により、

農場におけるバイオセキュリティレベルが向上

研究内容
【１】 生産現場に存在するウイルスや細菌等の病原体を広く対象とした全ゲノム解析（牛の呼吸器病症候群の各種原因ウイルス等）
【２】 病原体の全ゲノム配列データを活用した診断法の開発、抗原性状の解析と新規ワクチン候補ウイルス株の選定
【３】 家畜用ワクチンの接種の省力化、効率的な製造等のための新たなワクチン技術基盤の構築（ウイルスの収量を向上する培養細胞等）
【４】 生産現場におけるHPAI等感染症発生リスクの「見える化」及びそのリスク制御に効果的な対策技術の実証

家畜のウイルス、細菌等の
全ゲノム解析

最新の流行株に対応した
PCR法等の診断法開発

新規ワクチン候補となる
ウイルス株の選定

新たな培養細胞等の
ワクチン技術基盤の構築

生産現場における効果的な
感染症対策技術の検証

令和６年度予算概算要求額：158（99）百万円
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令和6年度に拡充する必要性

畜舎周辺の材料からの簡便かつ効率的なウイルス検出技術が必要
→環境材料モニタリング手法の簡便化・高感度化による発生予察

2022－23シーズンの過去最大の被害を受け、各国でのワクチン開発が加速化
→発生による被害を最小化するための技術開発を強化・加速

現行計画：ウイルスを農場に持ち込む野生動物による伝播リスクの解析

現行計画：多様なインフルエンザウイルスに対応した診断法の開発



安全な農畜水産物安定供給のための包括的レギュラトリーサイエンス研究推進事業のうち
① 課題解決型プロジェクト研究 ウ ワンヘルス・アプローチ推進プロジェクト（継続） 令和6年度予算概算要求額：131（131）百万円

期待される効果
・家畜糞尿由来の抗菌剤や薬剤耐性菌の環境中への拡散を評価・低減する手
法を提供
・抗菌剤使用量を低減する手法を提供することにより、抗菌剤の有効性維持に
貢献
・農業分野における薬剤耐性菌の定量的リスク評価を可能にし、ヒトへの伝播リ
スクを低減させる管理手法を提供 等

＜研究目標＞ 抗菌剤の利用量や薬剤耐性菌の出現率を家畜
の生産現場で低減させる技術、抗菌剤や薬剤耐性菌の環境へ
の拡散を低減させる技術を開発

○ 令和２年に世界的に大流行した新型コロナウイルスなど、動物に
は未知の人獣共通感染症（人と動物の間を自然に伝播可能な感
染症）の原因となる病原体が存在している。
○ 人獣共通感染症を起こす病原体は、世界で200種類以上が報
告されている。
○ 人獣共通感染症の研究基盤の強化が喫緊の課題。

【1】家畜における流行状況が不明な感染症の家畜や環境における
生態の解明

【2】家畜への病原性の解明やワクチン開発などに資する基盤研究

背景と目的

研究内容

・宿主域を超えた感染リスクを事前に予測
・安全・安心な食品の提供に貢献
・パンデミック発生による農業経済への損失を低減

新たな人獣共通感染症の発生に備えた事前リスク評価
27 (30)百万円

＜研究目標＞ 新たな人獣共通感染症の発生に備え、家畜（周
辺環境を含む）で流行している疾病を明らかにし、事前にリスクを
評価

期待される効果

人獣共通感染症としてリスクが推定される疾病の家畜やその周辺環
境での流⾏状況や病原体としての特徴の解明

環境への抗菌剤・薬剤耐性菌の拡散量低減を目指したワンヘルス推
進プロジェクト 104 (101) 百万円

○ 薬剤耐性菌の出現による感染症の拡大は世界的な課題。みどり
の食料システム戦略で抗菌剤に頼らない畜産技術の推進等を予定。
○ 抗菌剤は畜産や農業で広く利用され、安全な食料の安定供給
に多大な貢献をしている。一方、畜産、農業に加えて環境分野も
包含した薬剤耐性菌対策が必要。

【1】 家畜糞尿由来の抗菌剤や薬剤耐性菌の拡散リスク制御手法の開発
【2】 家畜・家きんにおける薬剤耐性菌の拡散リスク解明及びまん延防止策の

開発
【3】 抗菌剤に替わる食中毒菌及び薬剤耐性菌のワクチン等の実用性の検

証
【4】 ほ場に投入される抗菌剤由来の薬剤耐性菌・遺伝子の野菜汚染とヒト

への伝播の検証
各分野での対策により薬剤耐性菌の出現と拡散を低減

家畜・家きん生産 畜産環境 農業環境

背景と目的

研究内容
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野生イノシシにおけるアフリカ豚熱防疫措置の
具体化に関する緊急実証研究

植物防疫上の問題点

ドローン等を活用した効率的な誘殺板の散布手
法に関する調査研究

かんきつ類等の大害虫であるミカンコミバエは毎
年、中国大陸、台湾等から風に乗って日本に飛来す
るため、侵入警戒調査を行い、早期発見・早期防除
に努めている。発見された場合に、速やかに誘殺板
を設置し効果的な防除を行うため、誘殺板の迅速・
省力的な散布手法の確立が必要である。

ドローン等を活用して迅速かつ省力的に誘殺板
を散布し、ミカンコミバエの早期防除を行う。

ドローン等を活用して効率的に誘殺板を散布できる
機器の開発・改良を行うとともに、ドローン等を活用した
誘殺板の空中散布マニュアルを作成する。

研究開発

実施中の研究課題例

食品安全、動物衛生、植物防疫等の分野において、適切なリスク管理措置等を講じるため、現存する技術シーズや知見を活用して、法令・基準・規則等
の措置の決定に必要な科学的根拠を得るための研究を機動的に実施。

安全な農畜水産物安定供給のための包括的レギュラトリーサイエンス研究推進事業のうち
② 短期課題解決型研究（拡充）

動物衛生上の問題点

行政施策・措置

アフリカ豚熱（ASF）がわが国の野生イノシシに
まん延した場合、飼養豚への感染リスクが急激に
高まることから、迅速な摘発、封じ込めのため検
体採取方法や死体処理方法を具体化する必要が
ある。

野生イノシシのASFサーベイランス、CSFとの

鑑別検査法の確立及び防疫措置の具体化、基
本方針の改善等を行う。

野生イノシシ死亡個体からの採材手法、ASF ・
CSF高感度検査法の開発・実証及び死亡個体の

処理方法の開発・実証等を行う。また、各都道府
県における防疫・検査体制の妥当性検証等を行う。

研究開発

令和６年度予算概算要求額：130（90）百万円

事業内容

カキのノロウイルス汚染低減に関する研究

カキ中のノロウイルス低減に効果があると想定
される技術について、低減効果を定量的に検証し、
生産現場に示すことができるよう詳細条件・効果
に係るデータを整理する。

食品安全上の問題点

行政施策・措置

養殖棚から収穫した後のカキからノロウイルス
を低減する方法が必要であるが、国内外の知見は
十分ではなく、収穫後の処理による低減可能性に
ついて不明な点が多いことから、効果を検証する
必要がある。

生産現場で活用されるよう対策を取りまとめたガ
イドブックを作成し、効果的な衛生対策の普及に活
用する。

行政施策・措置に必要な
科学的知見

研究開発
反
映

行政施策・措置

安全な農畜水産
物の安定供給の
ためのレギュラト
リーサイエンス
研究推進計画

今後

研究成果を食品安全・動植物防疫等の施策・措置に反映することにより、安全な国産農畜水産物の安定供給が可能となり輸出促進にも貢献

R5年3月改正の「安全な農畜水産物の安定供給のためのレギュラトリーサイエンス研究推
進計画」別紙に示す優先的に対応すべき危害要因等の研究を、計画的に実施。
このため、R6年度より同計画に基づく研究課題（対象：有害化学物・微生物、家畜疾病、植

物病害虫、水産疾病）及びR5年度内に新たに発生すると想定される課題を確実に実施。こ
れに対応する予算を拡充。

優先すべき危害要因等をリスト化

・有害化学物質
・有害微生物
・動物疾病
・植物病害虫
・水産動物疾病

行政施策・措置に必要な
科学的知見

反
映

行政施策・措置に必要な
科学的知見

反
映
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